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横浜市内の障害児通所支援事業所 管理者 様 
横浜市こども青少年局障害児福祉保健課長 

 
 

【新型コロナウイルス関連】横浜市内の障害児通所支援事業所の対応について（通知） 

 
 本市の児童福祉施策の推進につきまして、格段の御協力をいただき厚く御礼申し上げます。 
 さて、現在新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく「緊急事態宣言」が発出され、横浜

市立学校においても、別添のとおり臨時休業等が予定されています。また、本市の放課後等デイ

サービスにおいても、クラスターが複数発生するなどしています。 
つきましては、改めて対応等について通知します。なお、今後、情勢の変化により国や県から

新たな考え方が示され、対応を変更する必要がある場合は、随時お知らせします。 
 

１ サービス提供等について 

(1) 事業所でのサービス提供 

原則、感染予防を徹底の上、引き続き開所をお願いします。 
感染予防等については、正しい知識をすべての職員が理解することが重要です。必要に応

じ、国から示されている「障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル」

等を活用ください。 
また、引き続き、感染拡大につながる恐れのあるプログラムの実施は避けてください（混

雑した場所へ外出、調理プログラム、外食、他事業所と合同の行事、閉鎖された遊戯施設等

に不特定多数の方々と滞在、等）。 
感染拡大の防止を念頭に置き、現在の社会情勢に応じた障害児通所支援事業におけるプロ

グラムとしてふさわしい内容をご検討ください。 
 

(2) 利用児童の受入れ 

事業所での密を回避するため、状況に応じ、引き続き、保護者に協力を求めても差し支え

ありません。（利用日数や利用時間の短縮、支援方法をオンラインに切り替える、等） 
なお、この対応は利用制限を求めるものではありません。各事業所での支援方法やプログ

ラム内容、児童や家庭の状況に応じ、ご対応ください。 
 

(3) サービス提供の縮小、休業を検討する場合 

以下の順でご検討をお願いします。 
① 営業時間の短縮や支援方法の変更等、サービス提供の縮小による営業継続を検討 
② 検討の結果、縮小して実施することも困難な場合、事業所の臨時休業を検討 
③ 臨時休業等を行う場合 
・必ず利用児童の保護者に説明、必要に応じて可能な限り他事業所の利用調整 
・あらかじめ、横浜市宛て電話にて報告（短期間の休業であれば休止届は不要） 
・臨時休業中においても、家族の孤立防止や、児童や保護者のストレスの緩和等のために、

必要に応じて、電話や訪問等による相談支援の実施の検討 
 



２ 事業所の開設状況についての報告のお願い 

  令和３年８月 25 日（水）時点における、事業所の今後の運営予定について、以下によりご

報告をお願いします。 

  https://www.e-shinsei.city.yokohama.lg.jp/yokohama/uketsuke/dform.do?id=1628822371758 

 

３ 学校が臨時休校、短縮授業、分散登校になった際の学校休業日単価について 

  臨時休業中については、学校休業日単価で請求して差し支えありません。学校再開後につい

ては、通常通り、児童毎に、登校日か否かで判断をお願いします。 

（例） 

・学校の臨時休業措置中                   → 学校休業日 

・新型コロナウイルス陽性者の発生等で学校が臨時休業した場合 → 学校休業日 

・分散登校が実施され、登校不要日にサービス利用した場合   → 学校休業日 

・    〃    、登校日に  サービス利用した場合   → 放課後 

・短縮授業の日に、サービス利用した場合           → 放課後 

・児童が自主的に学校を休み、サービス利用した場合      → 放課後 

 

※ 学校等の臨時休校等に伴い、臨時的に営業時間を延長して学校休業日単価でサービス提供

する場合、開所時間減算は適用しないことします。 

 

４ 児童や職員に感染が確認された場合の対応について 

  本市においても、国が発出している「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点

について（その２）（一部改正）」と原則同様の取扱いとします。あわせて、「令和２年７月 16

日付こ障福第 1177 号横浜市立学校において新型コロナウイルスが発生した場合の対応につい

て」等に基づいて対応をお願いします。 

 
５ いわゆる「代替的な支援」の提供について 

これまでの取扱いにおける、利用児童の居宅への訪問や電話等での健康管理や相談支援等の

代替的な支援（以下「代替的な支援」とします。）について、当面の間、引き続き提供するこ

とは可能です。以下の点に十分留意のうえ請求してください。（国の障害児通所支援に係るＱ

＆Ａ p.7「（３）代替的な支援の取扱い」以降を、必ずご確認ください。） 

自宅での様子伺いや児童の健康管理を行う代替的な支援は、原則として、児童の身体状況等

によって登校等が困難な場合や、事業所への通所も困難である等の場合に、保護者に対して説

明、同意を得た上で実施してください。 

(1) 支援内容について 

現在の社会情勢に鑑み、新型コロナウイルス感染症の予防等を理由として、オンラインで

代替的な支援を提供することは差し支えありませんが、一時的な措置であることを保護者と

も確認の上、実施してください。 

なお、利用者負担軽減の取扱いはありません。 

 

(2) 報酬の対象とするための条件 

ア 当該児童が新型コロナウイルス感染症の予防等のため、当初利用予定日に事業所に通所

していないこと 
イ 居宅への訪問、電話、ビデオ通話等により支援を行うこと 

https://www.e-shinsei.city.yokohama.lg.jp/yokohama/uketsuke/dform.do?id=1628822371758


ウ 「通常のサービス利用とみなされること」及び「利用者負担が発生すること」について、

事前に保護者へ説明し、同意を得ること 
エ 実績記録票に、「訪問（電話等）による支援であること」及び「支援を行った時間」を

記載し、保護者の押印を得ること 
オ 相談内容等について記録すること 

 

(3) その他 

ア これについて、「◯◯分以上支援をしなければならない」といった制限は設けませんが、

通常の欠席連絡にとどまる場合には、欠席時対応加算での対応としてください。 
イ 代替的な支援の増のみを目的とした支給量の増は、原則として、行いません。 
ウ 原則として、当初利用予定日に代替的な支援を提供してください。電話の行き違いや保

護者の都合等で当初利用予定日に代替的な支援が行えなかった場合、数日内の支援の実施

であれば当初利用予定日に算定してください。このとき、サービス提供実績記録票は算定

した当初利用予定日に記入して、備考欄等に実施した日を補記しておいてください。 
エ 支援の内容についての記録については、必ず事業所に備え付けるようにしてください。 
オ 真に必要な支援かどうかを十分に判断し、保護者の同意のないサービス提供や、欠席連

絡等を代替的な支援にすることの無いようにしてください。 
カ 事業所からの、個別性のない一方的な連絡（留守番電話への吹き込み、メール・SNS
等で連絡を送ったのみで返信がないまま、インターネットサイト・動画を見てもらうだけ）

等は、報酬の対象としては認めません。 
 

６ 人員配置基準等に関する取扱いについて 

(1) 人員配置基準等に関する取扱い 

当面の間、国からの通知のとおり継続します。 
 
(2) 定員超過利用減算等の取扱い 

   感染拡大の防止という目的及び国の通知の趣旨をふまえ、真にやむを得ない場合等の新型

コロナウイルスに関連した理由を除き、安易に定員を超過しないようにしてください。新型

コロナウイルスに関連した理由と認められない場合は定員超過減算の対象となります。 

   なお、一日の受け入れ人数には、事業所での受け入れ人数と、いわゆる代替的な支援を提

供した人数の合算が１日の利用実績となりますので、ご留意ください。 

 
７ その他 

  本通知の特段の記載がない事項については、当面の間、国からの通知のとおりとします。 
 
 

【担当】横浜市こども青少年局障害児福祉保健課 

電話 045-671-4274 

FAX 045-663-2304 

 

 

【参考】新型コロナウイルス障害福祉サービス継続支援事業等補助金(サービス継続支援事業・

連携支援事業) 

   社会福祉施設等における感染拡大防止策の支援策として、「障害福祉サービス等事業者

に対するサービス継続支援事業」を実施する予定です。詳細については準備が整い次

第、あらためて通知します。 



教小企第 1955 号 

令和３年８月 23日 

学  校  長 

校 長 代 理 

教   育   長

爆発的な感染拡大に伴う市立学校の段階的な教育活動の再開について 

 今般、神奈川県に対して発令されている緊急事態宣言が、９月 12日まで延長されました。 

  新型コロナウイルス感染症については、デルタ株の置き換わりが進む中で、新規感染者数

が急増しており、これまでに経験したことのない感染拡大の局面を迎えています。 

本市の学校関係者の新規感染者報告は、この夏季休業期間だけで令和２年度一年間の感染

者数を超えています。(令和２年度一年間で 755 人、令和３年７月 21 日から８月 19 日の間

の児童生徒のみで 808人) 

 デルタ株は、これまでの新型コロナウイルスとは全く違い、ウイルスの排出量は従来株の

1,200倍、その感染力は従来株の２倍、インフルエンザの３倍と言われています。人が接す

れば、いつでもどこでも感染する可能性があります。 

  これまでも、各学校においては、児童生徒の安全・安心な教育活動のために、様々な感染

拡大防止措置を講じていただいておりますが、市中の爆発的な感染拡大を踏まえ、改めて、

「横浜市立学校の教育活動の再開に関するガイドライン」等に基づき、引き続き感染予防の

ための取組を徹底していただくようお願いします。 

 また、新型コロナウイルス感染症に関する差別・偏見・いじめの防止に向けた取組につい

ても、引き続き各学校において適切な対応をお願いします。 

 一般的に感染者となること自体に責任はありませんが、感染が拡大している今般の状況に

あっては、教職員による複数人・長時間の会食や飲酒を伴う懇親会等は引き続き、厳に慎ん

でいただくようお願いします。 

 学校教育を継続させるため、児童生徒の教育活動外での、グループ等でのカラオケや食事、

友人宅宿泊などの感染リスクの高い行動は、週休日等であっても自粛し、不要不急の外出は

控えるよう指導するとともに、保護者の理解を得るようお願いします。 

 なお、今後、国または県から対応等の要請があった場合や、感染状況等により、学校にお

ける措置等を変更する必要がある場合は、改めて通知します。 

01111526
テキストボックス
　別　添



 

１ ８月末までの臨時休業措置及びその間の児童生徒の健康観察の実施について 

 多くの学校が８月 27 日(金)から始業になりますが、８月 31 日(火)まで臨時休業とし

ます。その間、学校はロイロノート・スクール等のオンラインツールまたは電話等により、

各学校が児童生徒の健康状態や感染動向を把握する期間とします。 

 新型コロナ感染症対策において、健康観察は大変重要であり、有効な対策です。 

 保護者の皆様にも、感染爆発の現状と、健康観察の重要性・有効性を御理解いただき、

御協力いただくよう、周知徹底を図ってください。 

 最近では、わずかな風邪症状（咳・喉の痛み、頭痛・発熱、腹痛、倦怠感等）でも、検

査をしてみると陽性であることが数多く見られます。より慎重な健康観察が求められ、少

しでも本人や同居の方に風邪症状が見られる場合には登校を控え、医療機関を受診する

ようお知らせください。（主な感染経路が家庭内感染となっています。） 

  なお、臨時休業期間中については、給食の提供がない期間でもあることから、放課後事

業を利用する児童生徒の緊急受入れを、午前中及び喫食が終わるまで実施するようお願

いします。 

  また、特別支援学校においては、保護者の就業等の事情やその他家庭での対応が困難な

場合については児童生徒の緊急受入れを行います。その際、本来、給食提供をする日であ

った場合は、給食の提供をお願いします。 

  

２ 感染者が出た場合の学級閉鎖等の対応について 

  感染状況及び区福祉保健センターの逼迫状況を踏まえ、教育委員会による感染症対策と

して、次の項目のいずれかの条件に該当した場合、該当した日から一週間程度、学級閉鎖

等休業の措置とすることにします。 

 また、学校での活動の状況等を踏まえ、学校内で当該学級以外に感染が広がっている可

能性が高いと判断された場合は、必要に応じて、学年単位又は学校全体の臨時休業を実施

します。 

  ①複数名の感染が判明した場合 

  ②１名の感染が判明するとともに、複数名に発熱等風邪症状がある場合 

  ③その他教育委員会が必要と判断した場合 

 

３ 教育活動の実施について 

 感染状況が深刻であることから、９月１日（水）から９月 12日（日）までは、次のと

おり実施します。 

 (1) 短縮授業の実施とオンライン学習の準備 

   教育活動を行う時間を 小学校、中学校及び義務教育学校においては 14 時 30 分まで

とします。（授業の１単位時間を５～10 分程度短縮して換気の頻度を増やすなどの取

組を行うことなどを想定していますが、実施については各学校の実情に応じて行って

ください。） 

    

     学級閉鎖等の際のオンライン学習の準備や、時間短縮の取組として、各学校の状況

に合わせて以下の例のように取り組んでください。 



（例１）昼食後帰宅して、午後はロイロノート・スクールを活用した学習動画や「はま

っ子デジタル学習ドリル」など、双方向のオンライン学習に取り組む。 

（例２）昼食後の授業について、特別教室を活用するなど学級を分散して、学校内でオ

ンライン授業に取り組む。

  （例３）昼食終了後、短い５校時を行う、または帰宅する。帰れない場合は 14時 30 分

まで学校で受入れる。 

＊放課後事業の開所時間の前倒しは行われないため、対象児童生徒は 14 時 30分まで

学校で受け入れるようお願いします。 

＊高等学校・附属中学校においては、県立学校と合わせ、１コマ 50分の授業を 40分

に短縮するなどの対応を行うようお願いします。 

＊特別支援学校については小・中学校等、高等学校の取扱いも参考にし、各校の実情

や児童生徒の状態に応じて、短縮授業等を検討してください。 

＊一人一台端末を家庭に持ち帰り、学習に活用できるようにします。就学援助世帯に

は、モバイルルータの貸出もできます。 

(2) 活動の単位について

活動は、学級単位とし、学年・学校全体での活動は行わないでください。

４ 給食について 

 様々な環境下の児童生徒がいる中で、一定の食の保障が必要であることから、給食は予

定通り９月１日から提供することを前提に、食事中に窓・扉を全開にして空調をつけ、よ

り一層の換気を徹底するなどの対策を行います。 

５ 部活動について 

８月 23日(月)から９月 12日(日)まで停止とします。(※高等学校は８月 27日から) 

 ただし、９月 12日までに県・関東・全国大会の上位大会等及びそれにつながる予選会

等に出場する部活動については、部活動の活動内容に応じた更なる感染予防対策を徹底

した上で、活動を可とします。活動する際には、大会に出場する部員のみにするなど、人

数を最小限にします。特別支援学校は、中学部は中学校、高等部は高等学校の取扱いに準

じてください。 

<ただし書きに該当がある部活動が活動する場合> 

中学校 ：週３日(土日含む、土日の活動はいずれか１日)、90分 

高等学校：平日の放課後のみ週４日、90分 

※活動時間は、準備・片付けなども含めた時間です。

６ 教職員の服務について 

 休校期間中及び短縮授業期間中については、学校内や出退勤時の人流抑制、接触機会の

低減のため、フレックスタイム制度の活用等のほか、教職員の７割を目標に、学校運営に

支障のない範囲で自宅勤務を命じることができるものとします。 



７ 学校開放について 

学校開放事業は８月 23 日（月）から９月 12 日（日）まで中止 とします。 

また、８月 23 日以降当面の間、学校開放の利用に係る新規予約については、受付を停

止します。 

学校開放予約管理システム利用校は、新規に申し込む予約の入力は中止してください。

（予約管理システムを利用していない学校も新規の予約をしないでください。） 

学校長は、施設管理者として緊急事態宣言期間外においても、学校や地域の状況に応じ

て、開放の中止や使用許可の取消しをご検討ください。また、休業や部活動が中止となる

場合は、学校開放事業を中止してください。 

８ 放課後児童育成事業について(キッズクラブ、児童クラブ(学童)、はまっ子(特支)) 

 感染防止策の徹底を行いつつ、原則として開所しますが、感染リスクの高いおやつの提

供は原則行わないものとし、利用児童の状況等に応じて提供を行います。 

また、キッズクラブについては、「遊びの場」として実施している区分１の利用は停止

し、受入れは留守家庭児童である区分２の児童のみとします。 



こ障福第 1177 号

令和２年７月 16日

横浜市内の障害児通所支援事業所 管理者 様

横浜市こども青少年局障害児福祉保健課

横浜市立学校において新型コロナウイルスが発生した場合の対応について

本市の児童福祉施策の推進につきまして、格段の御協力をいただき厚く御礼申し上げます。

横浜市の放課後等デイサービスにおいて、関係者に感染者等が発生した場合の取扱いについては、

「令和 2 年４月 17 日付こ障福第 279 号 横浜市内の放課後等デイサービス等における感染拡大防止の

ための留意点について」において整理しているところです。

 今般、横浜市立学校の関係者が新型コロナウイルス陽性となった場合の対応等について教育委員会

事務局から連絡がありましたので、対応等について通知します。

１ 横浜市立学校の基本的な対応について 

  横浜市立学校で児童や教職員等の感染が確認された場合は、区福祉保健センターにより濃厚接触

者等が特定されるまでの間、学校の全部または一部の臨時休業を実施する場合があります。 

また、感染者の学校内での活動の状況や地域の感染拡大の状況を踏まえ、学校内で感染が広がっ

ている可能性が高いと判断された場合、学校内の感染拡大の可能性が高い範囲に応じて、教育委員

会事務局は学級単位又は学校全体の臨時休業とする場合があります。 

  なお、横浜市立学校の学校課業日において、新型コロナウイルス感染者が確認された場合、保健

所の調査やその後の対応を決定するため、当日予定している下校時間を早めることがあります。 

２ 放課後等デイサービスの対応について 

(1)当該休校学校の利用児童について

各学校で感染者が発生した場合、保健所が濃厚接触者を特定するまでに数日程度時間がかかる

場合があります。 

各学校において濃厚接触者が特定されるまでの間については 、児童本人等に発熱等の症状がみ

られない場合は強制的に利用を停止することはできません。ただし、感染拡大防止の観点から自

主的に利用を自粛できないか保護者と相談してください。また、その際には各事業所において、

別室でサービス提供を行う等の感染拡大防止に留意したサービス提供の実施が可能かどうかを検

討してください。 

また、真にやむを得ない理由で利用を継続する場合については、感染拡大防止に留意の上サー

ビス提供をお願いします。 

(2)事業所継続の判断について

原則、各事業所において、休業について判断することとなりますが、利用児童の学校が休校した

ことをもって、事業所を休業する必要はありません。 

裏面 有 
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以下、４月 17日付通知と同じ取り扱いとなりますが、 

  利用児童が感染者となった場合は、感染拡大防止の観点から、原則、事業所の自主休業をお願い

します。 

また、利用者等が保健所から濃厚接触者と特定された場合は 、その利用者等に自宅待機をお願

いするとともに、継続して利用する児童等の健康管理に十分留意したうえで、事業所を継続、ま

たは、自主休業としてください。 

利用者等の同居家族が感染者となった場合 、多くの場合、利用者等は濃厚接触者または感染者

となることが想定されることから、利用者等の検査の有無や、結果が確認等されるまでの間は、

事業所の自主休業が望ましいと考えます。 

  また、児童の保護者や職員の同居の家族が濃厚接触者となった場合 、児童本人等に発熱等の症

状がみられない場合は、利用を停止することはできませんが、保護者と相談の上、感染拡大防止

の観点から自主的に利用を自粛できないか保護者と相談してください。 

 

３ 情報共有報告の実施 

  利用児童の学校において、感染者が発生し、休校したことをもって、保健所（区福祉保健課）や

障害児福祉保健課に連絡する必要はありません。 

 利用者等に、感染が疑われる者、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われるものが発生した場合 、

事業所は保健所（区福祉保健課）に報告のうえ、障害児福祉保健課に報告をお願いします。対応に

ついては保健所の指示に従ってください。 

 感染者及び濃厚接触者については保健所が特定します。感染者及び濃厚接触者と特定された旨、

利用者等から申し出があった場合は、同様に保健所の指示に従ってください。 

  なお、感染した児童の個人情報保護等の観点から、学校、学年や学級については原則公表されな

いため、学校や当課にお問い合わせいただいてもお答えできませんので、ご理解ください。 

 

４ 情報管理について 

新型コロナウイルス感染拡大防止にかかる学校の臨時休業の連絡等が保護者等からあった場合、

学校名等は原則公表されないことから、情報管理に十分留意し、不必要に情報を拡散しないように

してください。 

なお、各事業所において、併用する他の放課後等デイサービス等に連絡する必要がある場合は、

感染者等の人権に配慮し、保護者の同意を得たうえで、連絡するようにしてください。 

 

５ その他 

  各事業所において、新型コロナウイルス感染症に感染したものが発生した場合の取り組みについ

ては、令和２年４月７日に厚生労働省が発出した「社会福祉施設等における感染拡大防止のための

留意点について（その２）」並びに、「令和２年４月 17 日付こ障福第 279 号 横浜市内の放課後等デ

イサービス等における感染拡大防止のための留意点について」に基づき対応をお願いします。なお、

横浜市保健所から指示のある場合は、その指示を優先することとします。 

 

         問合せ先   
横浜市こども青少年局障害児福祉保健課  

電話：０４５－６７１－４２７４ 
FAX：０４５－６６３－２３０４ 



こ障福第 279 号  
令和２年４月 17日 

横浜市内の障害児通所支援事業所 管理者 様 
  

横浜市こども青少年局障害児福祉保健課 
 

横浜市内の放課後等デイサービス等における感染拡大防止のための留意点について 

 
 
 本市の児童福祉施策の推進につきまして、格段の御協力をいただき厚く御礼申し上げます。 
 社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取り組みについては、感染者が発生した場合の留

意点も含めて、令和２年４月７日に国が発出した事務連絡「社会福祉施設等における感染拡大防止

のための留意点について（その２）」に整理されているところです。 
 横浜市の放課後等デイサービスにおいても関係者に感染者等が発生し、事業所を休業する事例が

発生しています。このことなどを踏まえ、感染者等が発生した場合について、問い合わせの多い事

項について、横浜市内の取り扱いを以下の通り補足いたします。 
 各事業所においての感染防止の向けた取組が重要となるため、必ず国の事務連絡について、再度

確認と感染防止の取り組みの徹底をお願いします。 
 

Ⅰ 基本的な対応について 

  令和２年４月７日に厚生労働省が発出した「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留

意点について（その２）」について、原則、横浜市においても同様の取り扱いとします。なお、

横浜市保健所から指示のある場合は、その指示を優先することとします。 

 

Ⅱ 新型コロナウイルス感染症に感染したものが発生した場合の取り組み 

  放課後等デイサービス等の利用児童本人及び職員等（以下「利用者等」という）に新型コロナ

ウイルス感染症に感染したものが発生した場合は、感染拡大防止の観点から以下の取り組みをお

願いします。なお、本文中の表記については、以下のとおりとします。 

 

感染者 医療機関が特定する PCR検査陽性の者 

感染が疑われる者 ・事業所が判断する、放課後等デイサービスの利用児童本人ま

たは職員等であって、風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が４日

以上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等につ

いては２日程度）続いている者又は強いだるさ（倦怠感）や

息苦しさ（呼吸困難）がある者 

・医師が総合的に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を

疑う者 

・PCR陽性等診断が確定するまでの間の者。 

濃厚接触者 保健所が特定する感染者と長時間接触した者 

感染が疑われる者との濃厚接

触が疑われる者 

施設等が特定する「感染が疑われる者」と、事業所内で長時間

の接触等した者 

 

 

 



１ 情報共有報告の実施 

 利用者等に、感染が疑われる者、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われるものが発生した場

合、事業所は保健所（区福祉保健課）に報告のうえ、障害児福祉保健課に報告をお願いします。

対応については保健所の指示に従ってください。 

 感染者及び濃厚接触者については保健所が特定します。感染者及び濃厚接触者と特定された旨、

利用者等から申し出があった場合は、同様に保健所の指示に従ってください。 

 

２ 事業所継続の判断について 

  原則、各事業所において、休業について判断することとなりますが、利用者等に感染者が発生

した場合は、感染拡大防止の観点から、原則、事業所の自主休業をお願いします。 

利用者等の同居家族が感染者となった場合、多くの場合、利用者等は濃厚接触者または感染者

となることが想定されることから、利用者等の検査の有無や、結果が確認等されるまでの間は、

事業所の自主休業が望ましいと考えます。 

  また、利用者等が保健所から濃厚接触者と特定された場合は、その利用者等に自宅待機をお願

いするとともに、継続して利用する児童等の健康管理に十分留意したうえで、事業所を継続、ま

たは、自主休業としてください。 

  児童の保護者や職員の同居の家族が濃厚接触者となった場合、児童本人等に発熱等の症状がみ

られない場合は、利用を停止することはできませんが、保護者と相談の上、感染拡大防止の観点

から自主的に利用を自粛できないか保護者と相談してください。 

 

３ 利用児童及び保護者への対応 

  保健所等と相談の上、国の通知にある「新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した

場合の取組」に従い対応してください。 

なお、利用児童等が感染者等となったことにより、事業所を休止する場合において、休止理由

を他の保護者に伝える場合については、必ず利用児童の保護者等に同意を得たうえで、案内する

ようにしてください。保護者等の同意なしに、事業所だけの判断で他の保護者に休止事由を伝え

ることがないようにお願いします。 

 また、利用児童等が感染者等となった場合で、他の利用児童等が、事業所内で長時間接触する

など、「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」に該当する場合は、保健所と相談のうえ

で、感染拡大防止の観点から、念のため保護者に自宅待機し、他事業所の利用を含めて自粛する

ことが望ましいことを伝えてください。 

  

４ 関係機関への連絡 

  保健所の調査等を待たずに、取り急ぎ、各事業所において、併用する他の放課後等デイサービ

ス等に連絡する必要がある場合は、感染者等の人権に配慮し保護者の同意を得たうえで、連絡す

るようにしてください。    

 

５ その他 

 ・この通知は令和２年４月７日に厚生労働省が発出した「社会福祉施設等における感染拡大防止

のための留意点について（その２）」についての現時点での横浜市における補足であり、今後

の状況等によっては、本通知と異なる対応となることがあります。 



・保健所から指示のある場合は、その指示を優先することとします。 

 ・事業所の休業に関連した情報を発信する場合は、必ず感染者等の人権等に配慮した対応をお願

いします。 

 

 

 

 

 
         問合せ先   

横浜市こども青少年局障害児福祉保健課  
電話：０４５－６７１－４２７４ 
FAX：０４５－６６３－２３０４ 
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事 務 連 絡 

令和３年１月７日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

緊急事態宣言後の障害福祉サービス等事業所の対応について 

 

新型コロナウイルス感染症への対応につきまして、多大なご尽力をいただいてお

りますことを感謝申し上げます。 

１月７日に緊急事態宣言が発出されたところですが、「新型コロナウイルス感染症

対策の基本的対処方針」（令和２年３月 28 日（令和３年１月７日変更））において、

「高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に関するすべての関係者

（生活支援関係事業者）」については、事業の継続を要請するものとされており、障害

福祉サービス等事業所が提供する各種サービスについては、利用者の方々やその家族

の生活を継続する観点から、十分な感染防止対策を前提として、利用者に対して必要

な各種サービスが継続的に提供されることが重要です。 

そこで、障害福祉サービス等の継続等について、以下の点に十分留意した対応が取

られるよう、管内市町村（特別区含む。）、事業所へ周知をお願いいたします。 

 

本事務連絡の発出に伴い、以下の事務連絡は廃止します。 

・「緊急事態宣言後の障害福祉サービス等事業所の対応について」（令和２年４月７

日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡） 

・「緊急事態宣言が継続された場合の障害福祉サービス等事業所の対応について」

（令和２年５月１日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連

絡） 

・「緊急事態宣言が継続された場合の放課後等デイサービス事業所の対応について」

（令和２年５月１日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連

絡） 

・「緊急事態措置を実施すべき区域の指定の解除に伴う放課後等デイサービス事業

所の対応について」（令和２年５月 15 日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

01111526
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部障害福祉課事務連絡） 

・緊急事態措置を実施すべき区域の指定の解除に伴う放課後等デイサービス事業所

の対応について（その２）」（令和２年５月 28 日付厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部障害福祉課事務連絡） 

・「緊急事態措置を実施すべき区域の指定の解除に伴う放課後等デイサービス事業

所の対応について（その２）」に係るＱ＆Ａ」（令和２年６月３日付厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡） 

 

 

記 

 

１ 感染防止対策の徹底 

 ①事業所における感染対策について 

サービスの提供に当たっては、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための

留意点について（その２）（一部改正）」（令和２年 10 月 15 日付厚生労働省健康局

結核感染症課ほか連名事務連絡）等において示された取扱いを徹底の上、対応を行

うこと。 

また、障害福祉サービス等事業所向けの新型コロナウイルス感染症対策等をまと

めたものを HP に掲載しているので、参考にされたい。 

なお、障害福祉サービス等事業所が、感染症対策を徹底した上で障害福祉サービ

ス等を継続的に提供するため必要となる費用については、令和２年度第二次補正予

算の新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（障害分）が活用可能である。 

  

 ②感染防止のための相談・支援体制について  

  平時より、施設の感染症対応力を向上させることが求められることから、障害福

祉サービス等事業所は、「障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マ

ニュアル」や「障害福祉サービス事業所等における業務継続ガイドライン」を活用

し、感染症に係る基本的な考え方や防護具の装着方法等について、施設内や法人内

で意識付けや研修を行うなど対応いただきたい。なお、外部専門家等による研修を

行う場合の追加的な費用については、令和２年度第二次補正予算の新型コロナウイ

ルス感染症緊急包括支援事業（障害分）が活用可能である。 

   

※ 各自治体においても、管内施設等の対応状況を確認し、研修の実施など必要

な支援を行うこと。なお、令和２年度第二次補正予算では、都道府県が、障害

福祉施設等からの感染防止対策に係る医学的な相談や支援を行うための相談支

援体制を整備するために必要な経費の補助を行っているので、積極的に活用い

ただきたい。 



 

3 

 

 

なお、これら感染防止対策の徹底については、入所・居住系サービスや訪問系サ

ービス事業所についても同様に対応いただきたい。 

 

 

２ 柔軟なサービス提供について 

サービス提供に当たっては、事務連絡でお示ししてきた人員基準等の臨時的な取

扱いを踏まえた柔軟な対応についても検討すること。（※１） 

なお、就労系サービスについては、在宅での効果的なサービス提供が可能である

場合においては、在宅勤務（テレワーク）等在宅でのサービス利用についても検討

すること。（※２） 

 

※１ 一時的に人員や運営の基準を満たすことができない場合にも報酬を減額し

ないことや、やむを得ず利用者の居宅等においてできる限りの支援を行ったと市

町村が認める場合には、通常提供しているサービスと同等のサービスを提供して

いるものとして、報酬の対象とすることが可能であること等の取扱いについて、

「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第８報）」（令和２年６月 19 日付厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）等においてお示ししている。 

なお、この取扱いにおいては、 

・ 今般の事情に鑑み、感染拡大防止の観点から事業所が自主的に休業した場合

であっても、休業する旨市町村へ報告した上で、利用者の居宅等においてでき

る限りの支援を行ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサービス

と同等のサービスを提供しているものとして、報酬の対象とすること 

・ 感染拡大防止の観点から、利用者の希望に応じて①通所サービスの事業所に

おけるサービス提供と、②当該通所サービスの事業所の職員による居宅等での

できる限りの支援の両方を適宜組み合わせて実施すること 

等についても可能としている。 

 

 ※２ 就労継続支援事業等については、上記※１の取扱いに加え、「新型コロナウ

イルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について（第６報）」（令和２

年６月 19 日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）等

において、在宅でのサービス利用に係る柔軟な取扱い等をお示ししている。 

 

 

３ 休業等する場合の留意点 

  都道府県等からの公衆衛生対策の観点に基づく休業要請に伴い休業する場合、又
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は、感染拡大防止の観点から、市町村に報告し、自主的に休業する場合やサービス

の縮小を行う場合は、以下の点に留意すること。 

なお、現に休業等している事業所においては、前記の「１ 感染防止対策の徹底」

や「２ 柔軟なサービス提供について」を踏まえ、サービスの再開等についても検

討されたい。 

 

①利用者への丁寧な説明 

休業等する事業所は、市町村や相談支援事業所（※）等と連携し、利用者に対し

休業の事実や代替サービスの確保等について丁寧な説明を行うこと。 

（※）利用者を担当する指定特定相談支援事業所、指定障害児相談支援事業所（セ

ルフプランにより支給決定を行った利用者においては、市町村若しくは基幹相談

支援センター等） 

 

②代替サービスの確保 

利用者に対して必要な支援が提供されるよう、「２ 柔軟なサービス提供につい

て」も踏まえ、市町村、相談支援事業所を中心に、休業等している事業所からの訪

問支援や他事業所による支援などの代替サービスの検討を行うなど適切なサービ

ス提供を確保すること。 

 

 

４ 見守り等の必要な利用者への対応 

利用者が外出を控えた場合は、利用者は居宅で長い時間を過ごすことが想定され

る。そのため、特に在宅の一人暮らしの障害者等や障害児の保護者などに対して見

守り等の取組を実施し、継続的な状況把握を行い、適切な支援につなげることが求

められる。このため、障害福祉サービス等事業所は、市町村及び相談支援事業所と

協力して利用者世帯の居宅での生活への適切な支援にあたられたい。 

なお、都道府県や市町村が、「在宅障害者等に対する安否確認等支援事業の実施に

ついて」（令和２年５月 13 日付障発 0513 第 2 号厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部長通知）に基づき、在宅の障害児者や家族に対して見守り等の取組を追加的

に行った場合、令和２年度第一次補正予算における在宅障害者等に対する安否確認

等支援事業の活用が可能である。 

 

 

５ 事業所の事業継続  

 休業等を行う場合、事業所への影響をできるだけ小さくする観点から、以下の事

業等の活用が可能であること。 

 ①障害福祉サービス等事業者に対するサービス継続支援事業の活用 
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利用者や職員に感染者等が発生した事業所がサービスを継続して提供するため

に必要となる消毒・清掃や衛生用品の購入、事業継続に必要な人員確保や各種手当

の支給に要する費用等については、令和２年度第一次補正予算の障害福祉サービス

等事業者に対するサービス継続支援事業の活用が可能である。また、通所サービス

事業所が居宅等への訪問による支援を実施する場合であって、訪問サービス事業所

の職員から訪問支援について同行指導を受ける場合に必要となる費用についても、

当該事業の活用を可能としている。 

加えて、休業等をしている事業所の利用者の受入等により連携して対応した事

業所等が、連携に際し必要となる費用についても当該事業の活用を可能としてい

る。 

 

②緊急時の応援に係るコーディネート機能の確保 

障害福祉サービス等事業所等で感染者が発生した場合などに、当該事業所等や当

該法人のみでの対応が困難になることも想定される。 

こうした緊急時に備えて、平時より応援体制を構築しておくことが求められるこ

とから、障害福祉サービス等事業所等においては、当該事業所等を含む法人内で、

生活支援員、事務職員等の職種に応じた人員確保策を検討すること。 

また、都道府県においては、令和２年度第二次補正予算の新型コロナウイルス感

染症緊急包括支援事業（障害分）も活用し、平時より関係団体と連携・調整し、緊

急時に備えた応援体制を構築し、感染者等が発生した場合の人材確保策を講じると

ともに、障害福祉サービス等事業所等においては、当該事業所等や当該法人のみで

の対応が困難になると見込まれる状況が生じた場合には、都道府県とも連携いただ

きたい。 

 

③感染症対策として必要となる衛生用品等の供給について 

障害福祉サービス等事業所等における感染症対策として必要となる衛生用品等

については、感染が発生した障害福祉サービス等事業所等に対して、マスク、ガウ

ン、フェイスシールド等の防護具等を速やかに供給できるよう、国で購入し、都道

府県等で備蓄を行っているほか、都道府県や障害福祉サービス等事業所等が事業を

行う上で必要な衛生用品等を購入する場合の費用については、新型コロナウイルス

感染症緊急包括支援事業（障害分）等の活用が可能である。 

 

④独立行政法人福祉医療機構（以下「福祉医療機構」という。）における融資制度の

活用 

福祉医療機構において、新型コロナウイルス感染症の影響により事業運営が縮

小した障害福祉サービス等事業所等に対して、無利子・無担保の資金融資による

経営支援を行っていること。 
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 ⑤雇用調整助成金の活用 

経済上の理由による事業活動の縮小に伴い、事業主が雇用調整のために休業や

教育訓練等を実施し、労働者に休業手当等を支払った場合に支援を行う雇用調整

助成金について、今般の新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響を踏ま

え、特例措置を講じている。 

  

 

 

 

（参考１：参照条文)新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成 24 年法律第 31 号) 

（新型インフルエンザ等緊急事態宣言等） 

第 32 条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等（国民の生命及び健康に著し

く重大な被害を与えるおそれがあるものとして政令で定める要件に該当するも

のに限る。以下この章において同じ。）が国内で発生し、その全国的かつ急速な

まん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼし、又はそのおそれが

あるものとして政令で定める要件に該当する事態（以下「新型インフルエンザ

等緊急事態」という。）が発生したと認めるときは、新型インフルエンザ等緊急

事態が発生した旨及び次に掲げる事項の公示（第五項及び第三十四条第一項に

おいて「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」という。）をし、並びにその旨及

び当該事項を国会に報告するものとする。 

一 新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき期間 

二 新型インフルエンザ等緊急事態措置（第 46 条の規定による措置を除く。）を

実施すべき区域 

三 新型インフルエンザ等緊急事態の概要 

２～６ （略） 

 

（感染を防止するための協力要請等） 

第 45 条 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型イ

ンフルエンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生

活及び国民経済の混乱を回避するため必要があると認めるときは、当該特定都道

府県の住民に対し、新型インフルエンザ等の潜伏期間及び治癒までの期間並びに

発生の状況を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間及び区域において、生

活の維持に必要な場合を除きみだりに当該者の居宅又はこれに相当する場所から

外出しないことその他の新型インフルエンザ等の感染の防止に必要な協力を要請

することができる。 

２ 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフル

エンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び
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国民経済の混乱を回避するため必要があると認めるときは、新型インフルエンザ

等の潜伏期間及び治癒までの期間を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間

において、学校、社会福祉施設（通所又は短期間の入所により利用されるものに

限る。）、興行場（興行場法（昭和二十三年法律第百三十七号）第一条第一項に規

定する興行場をいう。）その他の政令で定める多数の者が利用する施設を管理す

る者又は当該施設を使用して催物を開催する者（次項において「施設管理者等」

という。）に対し、当該施設の使用の制限若しくは停止又は催物の開催の制限若

しくは停止その他政令で定める措置を講ずるよう要請することができる。 

３・４ （略） 

 

 

（参考２：関連通知等） 

【上記１関係 感染防止策の徹底】 

・「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和２年３月 28 日（令和

３年１月７日変更））（新型コロナウイルス感染症対策本部決定） 

https://corona.go.jp/news/news_20200411_53.html 

 

・「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２）（一部

改正）」（令和２年 10月 15日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000685933.pdf 

 

・障害福祉サービス等事業所向けの新型コロナウイルス感染症への対応等につい

て」 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00097.html 

 

・障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル及び障害福祉

サービス事業所等における業務継続ガイドライン

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

 

 

【上記２関係 柔軟なサービス提供について】 

・「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第８報）」（令和２年６月 19 日付厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡） 

  https://www.mhlw.go.jp/content/000641910.pdf 

 

 

https://corona.go.jp/news/news_20200411_53.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000685933.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00097.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000641910.pdf
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・「新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について（第

６報）」（令和２年６月 19 日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉

課事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000642053.pdf 

 

 

【上記４関係 見守り等の必要な利用者への対応】 

 ・「在宅の一人暮らしをはじめとする見守り等の必要な障害者等に対する市町村が

行う取組の具体的な実施について」（令和２年４月 17 日付厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡） 

  https://www.mhlw.go.jp/content/000625077.pdf 

 

 

【上記５－④関係 福祉医療機構における融資制度の活用】 

・「独立行政法人福祉医療機構ホームページ」 

https://www.wam.go.jp/hp/fukui_shingatacorona/ 

 

・「～新型コロナウイルス感染症の影響を受けた福祉関係施設の皆さまへ～」（別

添） 

 

 

【上記５－⑤関係 雇用調整助成金の活用】 

・「雇用調整助成金」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyu

fukin/pageL07.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/000642053.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000625077.pdf
https://www.wam.go.jp/hp/fukui_shingatacorona/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
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【照会先】 

 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 代表電話番号：０３－５２５３－１１１１ 

 

 ・【全般について】 

  担当：企画法令係 

   内線：３１４８ 

 

 ・【２ 柔軟なサービス提供について】 

○生活介護、短期入所 

担当：福祉サービス係 

   内線：３０９１ 

 

  ○就労継続支援、就労移行支援 

   担当：就労支援係 

   内線：３０４４ 

 

  ○自立訓練 

   担当：地域移行支援係 

   内線：３０４５ 

 

  ○児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス 

   担当：障害児支援係 

   内線：３１０２  

 

 ・【４ 見守り等の必要な利用者への対応について】 

   担当：相談支援係 

   内線：３１４９ 

 

 ・【５ 事業継続について（①・②・③関係）】 

  担当：福祉サービス係、福祉財政係 

    内線：３０９１、３０３５ 

 

 

 



【既往貸付の取扱い】

令和2年6月12日更新

福祉医療貸付部

独立行政法人福祉医療機構

当機構では、新型コロナウイルス感染症により、減収・事業停止等の影響を受けた
福祉関係施設に対し、優遇融資を実施しています。
今般、令和2年度第2次補正予算により、無利子貸付額を3,000万円から6,000万円

に拡充し、さらに、感染者が発生した入所施設（地域密着型を除く）に対しては、無
担保貸付額・無利子貸付額を1億円まで拡充しています。

無担保・無利子の新型コロナウイルス
対応支援資金の融資を行っています

●その他詳しい条件や融資のご相談については、下記連絡先までお問い合わせください。
●ご来訪いただかなくても電話もしくはお問い合わせフォームでのご相談が可能です。

●ご融資には保証人（保証人不要制度（0.05％の利率を上乗せ）あり）が必要です。なお、所定の審査
があり、ご希望に沿えない場合があります。

※貸付利率は融資実行（金銭消費貸借契約締結）時の利率を適用します。

～新型コロナウイルス感染症の影響を受けた福祉関係施設の皆さまへ～

【新規貸付の概要】

当面６か月間の元利金、事業者の状況に応じて更に3年間（最長３年６か月）
の元利金のお支払いについて、返済猶予のご相談に対応いたします。

優遇融資の情報（優遇融資の詳細、Ｑ＆Ａ、借入申込書等）はこちら
https://www.wam.go.jp/hp/fukui_shingatacorona/

福祉貸付専用ご相談フリーダイヤル：０１２０－３４３－８６２
※携帯電話等でつながらない場合：０３－３４３８－０４０３
お問い合わせフォーム：https://www.wam.go.jp/hp/c-19-yuushi-wform/

融資条件

貸付対象
※ご不明な場合には

末尾連絡先に

ご相談ください

前年同期などと比較して減収若しく
は利用者が減少又は自治体からの休
止要請に対応など、新型コロナウイ
ルス感染症により経営に影響を受け
た場合

施設利用者又は従業員及びその
家族に、新型コロナウイルスの
感染者が出たことによる休業等
により、減収となった入所施設
（地域密着型を除く）

償還期間
（据置期間）

15年以内（５年以内）
※据置期間は元金の支払猶予期間です。

貸付
利率

当初
５年間

6,000万円まで無利子
6,000万円超の部分は0.2％

1億円まで無利子
1億円超の部分は0.2％

６年目
以降 0.2％ 0.2％

貸付金の限度額 なし なし

無担保貸付 6,000万円 １億円

【別添】
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事 務 連 絡 

令和２年１０月１５日 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２） 

（一部改正） 

 

社会福祉施設等は、利用者の方々やその家族の生活を継続する上で欠かせな

いものであり、十分な感染防止対策を前提として、利用者に対して必要な各種サ

ービスが継続的に提供されることが重要です。 

このため、感染拡大防止のための留意点について、「社会福祉施設等における

感染拡大防止のための留意点について（その２）」（令和 2 年 4 月 7 日付厚生労

働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）（以下「4 月 7 日付事務連絡」とい

う。）等において示しているところです。 

今般、4 月 7 日付事務連絡の別紙を一部改正し、別紙のとおり示しますので、

必要な対応を行うとともに、管内の施設・事業所に対しての周知をお願いします。 

なお、4月 7日付事務連絡からの改正部分を別添参考として添付します。 

 

 

01111526
テキストボックス
　参考　抜粋
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社会福祉施設等（通所・短期入所等のサービス）における 

感染防止に向けた対応について 

 

１．感染防止に向けた取組 

感染防止に向けた取組を徹底する観点からは、日頃から以下のような感染防止に向

けた取組を行うことが重要である。 

（1）施設等における取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取組方針の再検討や感染拡大

防止に向けた取組の再徹底を行うこと。 

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職

員が連携し取組を進めること。 

○ 感染者が発生した場合に積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、

症状出現 2 日前からの接触者リスト、利用者のケア記録（体温、症状等がわか

るもの）、直近 2 週間の勤務表、施設内に出入りした者等の記録を準備しておく

こと。 

○ 入国拒否の対象地域から帰国後症状がある職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するとともに、発

熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、保健所に報告して指示

を求めること。また、最新情報を収集し、職員等に情報提供すること。 

○ 厚生労働省で開発を進め令和 2 年 6 月 19 日付でリリースされた「新型コロナ

ウイルス接触確認アプリ（COCOA：COVID-19 Contact-Confirming 

Application）」について、本アプリは利用者が増えることで感染防止の効果が高

くなることが期待されており、下記 URL に掲載されている資料も参考にしつ

つ、本アプリの活用について、職員に周知を行うこと。業者等の施設内に出入

りする者にも周知を行うことが望ましい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/cocoa_00138.html 

 

（面会、外出） 

○ 面会、外出に関しては、必要に応じ、入所施設・居住系サービスと同様の対

応を行うこと。 

 

（施設への立ち入り） 

○ 委託業者等については、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して
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もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

○ 業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先については、感染

者が発生した場合に積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録しておくこ

と。 

 

（2）職員の取組 

（感染対策の再徹底） 

○ 職員、利用者のみならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性

があると考えられる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、ア

ルコール消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設に

おける感染対策マニュアル改訂版」、「介護現場における感染対策の手引き」等

を参照の上、対策を徹底すること。 

○ 職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出

勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合にあっ

ては、解熱後 24 時間以上が経過し、咳などの呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、引

き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

該当する職員については、管理者等に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等を提

供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべての職

員やボランティア等含むものとする。 

○ 発熱や呼吸器症状等により感染が疑われる職員等については、「「 新型コロナ

ウイルス 感染症についての相談・受診の目安」の改訂について」（令和２年 5

月 11 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子総合対策室ほか連名事務連絡）を踏

まえて適切に対応すること。 

○ 職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが重要

であり、換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まること

を避けるようにすること。 

○ 職員が感染源となることのないよう、症状がない場合であっても利用者と接

する際にはマスクを着用すること。食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をす

る場合、他の職員と一定の距離を保つこと。 

 

（３）ケア等の実施に当たっての取組 

（基本的な事項） 
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○ 感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集ま

る密集場所」及び「間近で会話や発声をする密接場面」）を避ける必要があるこ

と等から、以下に留意し実施すること。 

 ・ 可能な限り同じ時間帯、同じ場所での実施人数を減らす。 

 ・ 定期的に換気を行う。 

 ・ 互いに手を伸ばしたら手が届く範囲以上の距離を保つ等、利用者同士の距

離について配慮する。 

 ・ 声を出す機会を最小限にすることや、声を出す機会が多い場合は咳エチケ

ットに準じてマスクを着用することを考慮する。 

 ・ 清掃を徹底し、共有物（手すり等）については必要に応じて消毒を行う。 

 ・ 職員、利用者ともに手洗い、アルコール消毒による手指消毒を徹底する。 

 

（送迎時等の対応等） 

○ 社会福祉施設等の送迎に当たっては、送迎車に乗る前に、本人・家族又は職

員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、利用を断る取扱いとす

る。 

○ 過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24 時間以上が経過し、呼吸

器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。なお、このような状況が

解消した場合であっても、引き続き当該利用者の健康状態に留意すること。 

○ 送迎時には、窓を開ける等換気に留意するとともに、送迎後に利用者の接触

頻度が高い場所（手すり等）の消毒を行う。 

○ 発熱により利用を断った利用者については、社会福祉施設等から当該利用者

を担当する居宅介護支援事業所又は相談支援事業所等（以下「居宅介護支援事

業所等」という。）に情報提供を行い、当該居宅介護支援事業所等は、必要に応

じ、訪問介護等の提供を検討する。 

○ 市区町村や社会福祉施設等においては、都道府県や衛生主管部局、地域の保

健所と十分に連携の上、必要となる代替サービスの確保・調整等、利用者支援

の観点で居宅介護支援事業所等や社会福祉施設等において必要な対応がとられ

るように努めるものとする。 

 

（リハビリテーション等の実施の際の留意点） 

○ 社会福祉施設等においては、利用者の廃用症候群防止や ADL 維持等の観点か

ら、一定のリハビリテーション又は機能訓練や活動を行うことは重要である一

方、感染拡大防止の観点から、基本的事項における「３つの密」を避ける取組

を踏まえ実施すること。 
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２．新型コロナウイルス感染症に感染した者が発生した場合の取組 

  社会福祉施設等の利用者等（当該施設等の利用者及び職員等をいう。）に新型コロ

ナウイルス感染症に感染した者が発生した場合には、感染拡大防止の観点から、以

下の取組を徹底する。 

  なお、特段の記載（【 】の中で記載しているもの。）がない限り、新型コロナウ

イルス感染が疑われる者※が発生した場合も同様の取扱いとする。その際、以下の記

載のうち「濃厚接触者」は「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」と読み

替えるものとする。 

 ※「新型コロナウイルス感染が疑われる者」： 

社会福祉施設等の利用者等であって、息苦しさ（呼吸困難）、強いだるさ（倦怠

感）、高熱等の強い症状のいずれかがある者、発熱や咳など比較的軽い風邪の症状

等が続く者（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については発熱や

咳などの比較的軽い風邪の症状等がある者）、医師が総合的に判断した結果、新型

コロナウイルス感染症を疑う者であって、PCR 陽性等診断が確定するまでの間の

者。 

 

(1) 情報共有・報告等の実施 

○ 利用者等において、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、当該事業

所等は、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者（障害福祉サービス等にあっては、当該利用者の支給

決定を行う市町村を含む。以下同様。）への報告を行うこと。また、当該利用

者の家族等に報告を行うこと。 

○ また、当該利用者の主治医及び担当の居宅介護支援事業所等に報告を行う

こと。 

【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、主治医や地域

で身近な医療機関、受診・相談センター等に電話連絡し、指示を受けるこ

と。速やかに管理者等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとと

もに、指定権者への報告を行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を行

うこと。】 

 

(2) 消毒・清掃等の実施 

○ 新型コロナウイルス感染者の居室及び当該利用者が利用した共用スペー

スについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用し、消毒

用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿
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式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴

霧については、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わ

ないこと。トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。

または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で清拭後、水拭きし、乾燥さ

せる。保健所の指示がある場合は、その指示に従うこと。 

 

 (3) 積極的疫学調査への協力 

○ 感染者が発生した場合は、保健所の指示に従い、濃厚接触者となる利用者

等の特定に協力すること。その際、可能な限り利用者のケア記録の提供等を

行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、当該施設等に

おいて、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者等を特定するこ

と。濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定すること。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

・ 手で触れることの出来る距離（目安として 1 メートル）で、必要な感染

予防策なしで、新型コロナウイルス感染が疑われる者と 15 分以上の接触が

あった者 

特定した利用者については、居宅介護支援事業所等に報告を行うこと。】 

 

(4) 新型コロナウイルス感染症の感染者への適切な対応の実施 

○ 感染者については、以下の対応を行う。 

ア 職員の場合の対応 

職員の感染が判明した場合、原則入院することとなるが、症状等によっ

ては自治体の判断に従うこととなること。 

【感染が疑われる職員については、主治医や地域で身近な医療機関、受

診・相談センター等に電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触

者であって感染が疑われる場合は、積極的疫学調査を実施している保健所

に相談すること。】 

イ 利用者の場合の対応 

利用者に新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合は、原則入院
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することとなること。 

【感染が疑われる利用者については、主治医や地域で身近な医療機関、

受診・相談センター等に電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接

触者であって感染が疑われる場合は、積極的疫学調査を実施している保健

所に相談すること。】 

 

(5) 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者への適切な対応の実施 

○ 濃厚接触者については、保健所と相談の上、以下の対応を行う。 

ア 職員の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保

健所の指示に従う。職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等も踏

まえ、保健所の指示に従う。 

【なお、濃厚接触が疑われる段階においては、発熱等の症状がある場合

は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。また、発熱等の症状がない場

合は、保健所と相談の上、疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。】 

イ 利用者の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた利用者については、以下の対応を行

う。 

・ 自宅待機を行い、保健所の指示に従う。居宅介護支援事業所等は、保

健所と相談し、生活に必要なサービスを確保する。 

・ なお、短期入所利用者においては、必要に応じ、入所施設・居住系サ

ービスと同様の対応を行うこと。  



利用者の状況に応じた対応について（通所系・短期入所）

(1)施設等における
取組

（感染症対策の再徹底）
○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進

○ 積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、症状出現後の接触者リスト、ケア記録、勤務表、施設内に出入りした者の記録
等を準備

（施設への立ち入り）
○ 委託業者等による物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体
温を計測してもらい、発熱が認められる場合には入館を断る

○ 業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先について、積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録

(2)職員の取組

（感染症対策の再徹底）
○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」、「介護現場における感染対策の手引き」等を参照の上、マスクの着用を
含む咳エチケットや手洗い、アルコール消毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底

○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応

○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)ケア等の実施時
の取組

（基本的な事項）
○ 感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集まる密集場所」及び「間近で会話や発声をする密
接場面」）を避ける必要があり、可能な限り同じ時間帯・同じ場所での実施人数の縮小、定期的な換気、互いに手を伸ばしたら手が届
く範囲以上の距離の確保等の利用者同士の距離への配慮、声を出す機会の最小化、声を出す機会が多い場合のマスク着用、清掃の徹底、
共有物の消毒の徹底、手指衛生の励行の徹底

（送迎時等の対応等）
○ 送迎車に乗る前に、本人・家族又は職員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、利用を断る

○ 送迎時には、窓を開ける等換気に留意。送迎後に利用者の接触頻度が高い場所（手すり等）を消毒

○ 発熱により利用を断った利用者については、居宅介護支援事業所に情報提供。同事業所は必要に応じ、訪問介護等の提供を検討

○ 市区町村や社会福祉施設等においては、都道府県や衛生主管部局 、地域の保健所と十分に連携の上、必要となる代替サービスの確
保・調整等、利用者支援の観点で居宅介護支援事業所等や社会福祉施設等において必要な対応がとられるように努める

（リハビリテーション等の実施の際の留意点）
○ ADL維持等の観点から、リハビリテーション等の実施は重要である一方、感染拡大防止の観点から、「３つの密」を避ける必要

１．感染防止に向けた取組

3

通所系等



定義
(1)情報共有
・報告等

(2)消毒
・清掃等

(3)積極的疫学調査へ
の協力等

(4)感染者への対応／(5)濃厚接触者への対応

職員 利用者

感染者
医療機関が特定

・ＰＣＲ陽性の者

・利用者等に発生した
場合、速やかに管理
者等に報告し、施設
内で情報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・居室及び利用し
た共用スペース
を消毒・清掃。
手袋を着用し、
消毒用エタノー
ルまたは次亜塩
素酸ナトリウム
液で清拭等

・保健所の指示が
ある場合は指示
に従う

・利用者等に発生した場
合、保健所の指示に従
い、濃厚接触者の特定
に協力

・可能な限り利用者のケ
ア記録や面会者の情報
を提供

・原則入院
（症状等によっては自治
体の判断に従う）

・原則入院。高齢者や基礎疾患を有
する者等以外の者については症状等
によっては自治体の判断

感染が
疑われ
る者

施設等が判断

・息苦しさ（呼吸困難）、強い
だるさ（倦怠感）、高熱等の強
い症状のいずれかがある者、高
齢者等で発熱や咳などの比較的
軽い風邪の症状等がある者、医
師が総合的に判断した結果感染
を疑う者

※ＰＣＲ陽性等診断が確定前の
者

・利用者等に発生した
場合、主治医や地域
で身近な医療機関、
受診・相談センター
に電話連絡し、指示
を受ける

・速やかに管理者等に
報告し、施設内で情
報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・利用者等に発生した場
合、当該施設等におい
て、感染が疑われる者
との濃厚接触が疑われ
る者を特定

・特定した利用者につい
て居宅介護支援事業所
に報告

・主治医や地域で身近な医療機関、受診・相談センターに電話
連絡し、指示を受ける

濃厚接
触者

保健所が特定

・感染者と同室・長時間接触
・適切な防護無しに感染者を診
察、看護、介護

・感染者の気道分泌液等に直接
接触

・手で触れることの出来る距離
で必要な感染予防策なしで、患
者と15分以上の接触

－ － －

・自宅待機を行い、保健
所の指示に従う

・職場復帰時期について
は、発熱等の症状の有
無等も踏まえ、保健所
の指示に従う

・自宅待機を行い、保健所の指示に
従う。居宅介護支援事業所は、保
健所と相談し、生活に必要なサー
ビスを確保

・短期入所においては、必要に応じ、
入所施設・居住系サービスと同様
の対応

感染が
疑われ
る者と
の濃厚
接触が
疑われ
る者

施設等が特定

・「感染が疑われる者」と同
室・長時間接触

・適切な防護無しに「感染が疑
われる者」を診察、看護、介護

・「感染が疑われる者」の気道
分泌液等に直接接触

・手で触れることの出来る距離
で必要な感染予防策なしで、
「感染が疑われる者」と15分
以上の接触

－ － －

・発熱等の症状がある場
合は、自宅待機を行い、
保健所の指示に従う。
復帰時期については上
欄に同じ

・発熱等の症状がない場
合は、保健所と相談の
上、疑われる職員数等
の状況も踏まえ対応 4

通所系等２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組
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事 務 連 絡 

令和２年６月 30 日 

 

  都 道 府 県 

各 指 定 都 市 障害児支援主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための障害児通所支援に係るＱ＆Ａについて 

（その２） 

 

 

 本年３月から６月にかけ全国的に学校の臨時休業が生じたことを踏まえ、文部科学

省から、「新型コロナウイルス感染症対策に伴う児童生徒の「学びの保障」のための学

習指導について」が示されたところです。 

 当該方針を踏まえ、今後、各自治体の教育委員会において、夏季休暇期間等におけ

る授業の実施がされることが想定されます。 

 このことを踏まえ、放課後等デイサービスにおける報酬の取扱いについて「新型コ

ロナウイルス感染症防止のための障害児通所支援に係るＱ＆Ａについて（その１）」（令

和２年６月 19 日付け事務連絡）の別紙のＱ＆Ａに追記しましたので、御了知いただく

とともに、都道府県におかれては管内市町村（指定都市及び中核市を除く。）に対し周

知をお願いいたします。 

 

 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

  

mailto:shougaijishien@mhlw.go.jp
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（別紙） 

 

障害児通所支援に係るＱ＆Ａ（2020 年６月 30 日版） 

今回追記箇所は赤字下線 

 

はじめに 

○ 「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 17 日付け事務連絡）の発出後、令和２

年３月に、学校が全国一斉臨時休業をするという状況の中で、放課後等デイサー

ビス等の障害児通所支援についての支給決定、報酬及び人員基準等の柔軟な取扱

いを示してきました。 

○ 「緊急事態措置を実施すべき区域の指定の解除に伴う放課後等デイサービス事

業所の対応について（その２）」（令和２年５月 28 日付事連絡）では、「地域の感

染状況によっては、感染者が発生していない学校であっても臨時休業が行われる

場合があること、医療的ケアを必要とする児童生徒等や基礎疾患等がある児童生

徒等、保護者から感染が不安で休ませたいと相談があった場合の対応について方

針が示されていることから、この取扱いは当面、継続すること」としています。 

○ 放課後等デイサービス等の障害児通所支援に係る人員基準等の柔軟な取扱い

は、「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第７報）」（令和２年５月 27 日付け事務連絡）や、「新

型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課後等デ

イサービスに係るＱ＆Ａについて（４月 28 日版）」等によりお示ししてきました

が、放課後等デイサービスに係るＱ＆Ａは、全国的な臨時休業を想定した記載と

なっており、現時点で想定されにくいＱ＆Ａも見られます。 

○ そこで、「新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連し

た放課後等デイサービスに係るＱ＆Ａについて（４月 28 日版）」（以下「旧Ｑ＆

Ａ」という。）について、これまでの考え方を踏襲しつつ、下記のとおり再編集し

ました。 

 

 

記 

 

 

１ 当面継続する柔軟な取扱い 

（１）サービス提供職員欠如減算・定員超過利用減算等の取扱い 

 

Ｑ１．当面は、定員を超える児童を受け入れても、定員超過減算を適用しない取扱

いが可能でしょうか。 

また、定員を超過して受け入れる場合、受け入れた児童数に応じた職員を配

置する必要がありますか。 
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Ａ１．新型コロナウイルスの感染拡大防止に伴い、様々な状況が生じることから、新

型コロナウイルスに関連した理由から定員を超える児童を受け入れる場合があっ

ても、定員超過減算を適用しない取扱いとしますが、事業所の人員・空間を考慮

し、児童の衛生面・安全面に配慮するようにしてください。 

   受け入れに当たっては児童数に応じた職員を配置していただくことが望ましい

ですが、やむを得ず配置できない場合であっても減算は適用しません。 

   なお、地域の事業所を分散利用させることによって定員超過を回避できるよう

な場合は、自治体の福祉部局が可能な範囲での利用調整を行っていただくようお

願いいたします。学校等が臨時休業をするときは、教育委員会等と連携して取り

組むようお願いいたします。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ（全国的に 150％を超える受け入れまで想定されにくいことから再編集。） 

 Ｑ13．定員を超える児童を受け入れても、定員超過減算を適用しない取扱いが可能とのことですが、

１日の利用児童数が定員の 150％を超えることも差支えないということですか。 

 Ａ13．定員の 150％を超えて受け入れることもやむを得ないと考えます。受け入れの上限に関しては

具体的に定めませんが、事業所の人員・空間を考慮し、児童の衛生面・安全面に配慮するように

してください。受け入れに当たっては児童数に応じた職員を配置していただくことが望ましいで

すが、やむを得ず配置できない場合であっても減算は適用しません。 

    なお、地域の事業所を分散利用させることによって定員超過を回避できるような場合は、自治

体の福祉部局が教育委員会等と連携して可能な範囲での利用調整を行っていただくようお願い

いたします。 

 

 

Ｑ２．人員基準を満たさなくても、サービス提供職員欠如減算や児童発達支援管理

責任者欠如減算が適用されない取扱いが可能とのことですが、他事業所への応

援、子どもの預け先の確保等の問題で短時間の勤務等のほか、職員本人の罹患

や職員家族の罹患による在宅待機等により、やむを得ず出勤できないことによ

って欠員になる場合も含まれますか。 

Ａ２．含むとして差支えありません。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ14．人員基準を満たさなくても、サービス提供職員欠如減算が適用されない取扱いが可能とのこと

ですが、他事業所への応援、子どもの預け先の確保等の問題で短時間の勤務等のほか、職員本人の

罹患や職員家族の罹患による在宅待機等により、やむを得ず出勤できないことによって欠員になる

場合も含まれますか。 

 Ａ14．含むとして差支えありません。 

 

 Ｑ14-2．児童発達支援管理責任者欠如減算についても Q14 の取扱いと同様と考えてよいでしょうか。 

 Ａ14-2．差支えありません。 
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（２）その他の加算の取扱い 

 

Ｑ３．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等

の臨時的な取扱いについて（第４報）」（令和２年４月９日付事務連絡）の問６

で、基準以上の人員配置や有資格者等の配置により算定可能となる加算につい

て、新型コロナウイルス感染症への対応により、一時的に加算の要件を満たさ

なくなった場合であっても、利用者への支援に配慮した上で、従前の（新型コ

ロナウイルス感染症への対応前の配置に基づく）加算を算定することは可能と

されていますが、放課後等デイサービス及び児童発達支援の加算で該当するも

のを具体的にお示し下さい。 

 

Ａ３．児童指導員等配置加算、児童指導員等加配加算（Ⅰ、Ⅱ）、看護職員加配加算、

福祉専門職員配置等加算が該当します。 

 

※ 旧Ｑ＆ＡのＱ15 及びＡ15 と同じ。 

 

 

Ｑ４．人工内耳装用児支援加算、家庭連携加算、事業所内相談支援加算、訪問支援

特別加算、食事提供加算、利用者負担上限額管理加算、欠席時対応加算、医療

連携体制加算、送迎加算、関係機関連携加算及び保育・教育等移行支援加算は、

算定要件に示す内容を実施しないと算定できませんが、人員体制等を縮小して

通所による支援を行うときや、代替的な支援として訪問や電話等で支援を行う

ときの取扱いをお示し下さい。 

 

Ａ４．食事提供加算、利用者負担上限額管理加算、欠席時対応加算及び送迎加算は、特

例的な取扱いはありません。なお、電話等による代替的な支援を行ったときは欠

席時対応加算の算定はできません。 

   人工内耳装用児支援加算は代替的な支援を行った場合であっても算定可能です。 

   家庭連携加算、事業所内相談支援加算及び訪問支援特別加算は、障害児及びそ

の家族等に対する相談援助を行うこと等を要件としていますが、新型コロナウイ

ルス感染症の感染予防のため、電話等の代替的な支援により基本報酬の算定も可

能としているところ、家庭連携加算及び訪問支援特別加算についても、訪問では

なく電話等による実施も可能です。 

   通所による支援を電話等により代替的に実施する場合、家庭連携加算、事業所

内相談支援加算及び訪問支援特別加算の算定要件としての相談援助等と混在する

ことが想定されますが、このような場合、基本報酬とこれら加算のいずれも算定

可能です。ただし、これらの加算の他の算定要件は満たす必要があるため、個別

支援計画で家庭への相談援助等が必要であることや、月の算定回数の上限がある

点は留意してください。 
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   家庭連携加算は、障害児の居宅等を訪問して相談援助を行うこと等を要件とし

ていますが、新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、電話等による代替的

な方法で相談援助を実施することも可能です。なお、この取扱いは、従来から個

別支援計画で、居宅等を訪問して相談援助を実施することを位置づけている場合

に限るもので、従来から事業所内相談支援加算を算定している場合に、電話等に

よる相談援助を行った場合も家庭連携加算を認めるものではありません。 

   医療連携体制加算（Ⅰ）～（Ⅵ）は、医療機関等との連携により障害児に対して

看護等を行うこと等を要件としていますが、看護職員等が障害児の居宅を訪問し

て支援を行う場合であっても、その他の要件を満たす場合は本加算を算定可能で

す。また、医療連携体制加算（Ⅲ）については、ICT 機器を用いるなどして、障害

児の居宅を訪問した認定特定行為業務従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場

合も算定可能とします。医療連携体制加算（Ⅲ）以外については、ICT 機器等を用

いても看護等を行うことはできないため、算定はできません。 

   関係機関連携加算は、特例的な取扱いはありません。なお、従来から skype 等

を活用した対面以外での会議の実施も妨げてはいません。 

   保育・教育等移行支援加算は、退所後 30 日以内に居宅等を訪問して相談援助を

行うこと等を要件としていますが、本加算は児童発達支援等の事業所を退所し、

保育所等に通うことになった児童を対象として実施するもので、実際の児童の様

子等を見て評価することが重要であることを鑑み、電話等による方法での算定は

できません。 

   ただし、退所後 30 日以降に居宅等を訪問して相談援助を行った場合は算定可能

です。 

 

※ 旧Ｑ＆ＡのＱ15-2 及びＡ15-2 と同じ 

 

 

Ｑ５．看護職員加配加算、栄養士配置加算、特別支援加算、強度行動障害児支援加

算及び延長支援加算については、体制の届出に加え、実際に児童に支援を行う

ことが算定要件となっていますが、人員体制等を縮小して通所による支援を行

うときや、代替的な支援として訪問や電話等で支援を行うときの取扱いをお示

し下さい。 

 

Ａ５．栄養士配置加算、特別支援加算及び強度行動障害児支援加算については、従前

から当該加算の算定を行っていた児童に限り、看護職員等の算定要件となる職員

が不在のときに算定要件ではない職員が行った支援について、その後の記録等を

算定要件となる職員が確認し、必要な指示等を行った場合は算定可能です。この

とき、栄養士配置加算については通所により実際に食事提供がされない場合は算

定できませんが、その他の加算については、代替的な支援の場合でも算定可能で

す。 
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   延長支援加算については、Ａ20 のとおり届出がされていない場合も柔軟な運用

をお願いするところですが、８時間以上の営業時間において支援を行う等のその

他の要件については、特例的な取扱いはありません。 

   なお、事業所を縮小し、一部の児童は通所により８時間以上の営業時間で支援

を行い、一部の児童は営業時間外に電話等による代替的な支援をすることも考え

られます。このような場合は要件を満たすものとして算定可能です。ただし、通

所による８時間以上の営業時間における支援をしておらず、電話等による代替的

な支援のみを行っている場合は算定できません。 

 

※ 旧Ｑ＆ＡのＱ15-3 及びＡ15-3 と同じ 

 

 

Ｑ６．個別支援計画未作成減算、自己評価結果等未公表減算、開所時間減算、身体

拘束廃止未実施減算についてはどのように取り扱うべきでしょうか。 

 

Ａ６．個別支援計画未作成減算については、令和２年１月以前から減算に該当する要

件が生じている場合、その状況が解消されるまで減算するものとします。ただし、

２月以降に、新型コロナウイルス感染症への対応のため、個別支援計画の作成が

困難となっている児童がいるため、新たに個別支援計画未作成減算の要件に該当

した場合は、本減算を算定しないものとします。 

   自己評価結果等未公表減算については、令和２年１月以前から減算に該当する

要件が生じている場合、その状況が解消されるまで減算になります。ただし、自

己評価はおおむね１年に１回は実施することとしているところ、実施時期が２月

以降に、新型コロナウイルス感染症への対応のため、自己評価が困難となってい

る場合は、本減算を算定しないものとします。 

   新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、開所時間を縮小している場合、

開所時間減算は算定しないものとします。 

   身体拘束廃止未実施減算については、特例的な取扱いはありません。 

 

※ 旧Ｑ＆ＡのＱ15-4 及びＡ15-4 と同じ 

 

 

Ｑ７．国民健康保険団体連合会に請求や審査を委託している場合で、加算や減算の

特例的な扱いをする上で留意すべきことはありますか。 

 

Ａ７．以下の加算については、臨時的な対応として、以下のとおり請求してください。 

   ① 訪問支援特別加算を基本報酬と同日に算定する。 

   ② 保育・教育等移行支援加算の「移行日」と「移行後算定日」を 30 日より離

れた日付で算定する。 
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   ①については、提供実績記録票には、基本報酬を算定する日として入力し、該

当日付の備考欄に、「訪問支援特別加算の算定要件を満たす相談援助の開始時間及

び終了時間」を入力し、請求するようにしてください。 

   ②については、支援を実施後に当初支援を予定していたサービス提供年月で請

求してください。 

   なお、「移行日」には実際に移行した日を記入していただき、「移行後算定日」に

は「移行日」から 30 日以内の当初支援を予定していた日付を記入してください。

その上で、請求明細書の摘要欄には実際の「移行後算定日」を記入するようにし

てください。 

    例： 4/10 に移行。5/1 に支援予定。実際に支援したのは 6/30。この場合、

「移行日」に 4/10。「移行後算定日」に 5/1。摘要欄には 6/30 を記入。 

   なお、本回答は公益社団法人国民健康保険中央会と協議済みであることを申し

添えます。 

 

※ 旧Ｑ＆ＡのＱ15-5 及びＡ15-5 と同じ 

 

 

 

（３）代替的な支援の取扱い 

 

Ｑ８．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等

の臨時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２月 20 日付け事務連絡）や

「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課

後等デイサービス事業所等の対応について」（その３）（令和 2 年 2 月 28 日付

け事務連絡）における「できる限りの支援」とは、具体的にはどのような支援

を指すのですか。 

 

Ａ８．新型コロナウイルス感染症を予防するための欠席希望の場合で、事業所が居宅

への訪問、音声通話、Skype その他の方法で児童の健康管理や相談支援などの可能

な範囲での支援の提供を行ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサ

ービスと同等のサービスを提供しているものとして、報酬の対象とすることが可

能です。 

保育所等訪問支援については、従前から保育所等訪問支援を実施していた児童

に限り、通常のときの利用回数を限度として、新型コロナウイルス感染症を予防

するための欠席希望の場合、居宅等への訪問、音声通話、Skype その他の方法で児

童の健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行った場合にも報酬算定

して差支えないものとします。 

なお、障害児通所支援事業所が児童の健康管理や相談支援等を行うことは、家

庭の孤立化防止や、支援が必要な状況になった際の適切な介入のきっかけとなる
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ことから重要です。また、当該児童の円滑な通所等の再開のためにも、事業所と

保護者、児童がコミュニケーションを継続することが望ましいと考えています。 

具体的には、障害児とその保護者が安心して自宅にとどまっていただけるよう、

保護者の理解を得つつ、以下の例を参考に、個々の状況に応じた支援を実施して

いただきたいと考えています。 

 

（具体的なサービス内容の例） 

・自宅で問題が生じていないかどうかの確認 

・児童の健康管理 

・普段の通所ではできない、保護者や児童との個別のやりとりの実施 

・今般の状況が落ち着いた後、スムーズに通所を再開できるようなサポート 

 

また、こうした健康管理や相談支援を行うことにより通常のサービス利用とみ

なされ利用者負担が発生することについて保護者へ説明するとともに、単なる欠

席連絡（その後の支援については不要と保護者の意向がある場合）については、

サービス提供とはみなされないことに注意してください。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ（できる限りの支援について、保育所等訪問支援でも居宅等への訪問、音声通話、Skype そ

の他の方法が含まれることを明示。） 

 Ｑ16 「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取り扱

いについて（第２報）（令和 2 年 2 月 20 日事務連絡）」によると、都道府県等の要請を受けて臨

時休業している事業所であっても、居宅等においてできる限りの支援の提供を行ったと認められ

る場合は報酬の対象とすることができるということですか。 

 Ａ16．お見込みのとおりです。また、事業所が居宅への訪問、感染の拡大を抑制するため、音声通話、

Skype その他の方法で児童の健康管理や相談支援などの可能な範囲での支援の提供を行ったとき

は、通常提供しているサービスと同等のサービスを提供しているものとして、報酬算定を可能と

することができます。 

    こうした健康管理や相談支援を行うことにより通常のサービス利用とみなされ利用者負担が

発生することについて保護者へ説明するとともに、単なる欠席連絡（その後の支援については不

要と保護者の意向がある場合）については、サービス提供とはみなされないことに注意してくだ

さい。 

 

 Ｑ17．「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス

事業所等の対応について（その３）（令和 2 年 2月 28 日事務連絡）」によると、「児童が新型コロ

ナウイルスに感染することをおそれ、事業所を欠席する場合、児童の居宅等において健康管理や

相談支援等のできる限りの支援の提供を行ったと市町村が認める場合は、通常提供しているサー

ビスと同等のサービスを提供しているものとして、特例的に報酬の対象となります。」とあります

が、具体的にはどのような支援を指すのですか。 

 Ａ17．新型コロナウイルス感染症を予防するための欠席希望の場合で、事業所が居宅への訪問、電話
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その他の方法で児童の健康管理や相談支援などの可能な範囲での支援の提供を行ったと市町村

が認める場合には、通常提供しているサービスと同等のサービスを提供しているものとして、報

酬の対象とすることが可能です。 

    なお、放課後等デイサービス事業所が児童の健康管理や相談支援等を行うことは、家庭の孤立

化防止や、支援が必要な状況になった際の適切な介入のきっかけとなることから重要です。また、

当該児童の円滑な通所再開のためにも、事業所と保護者、児童がコミュニケーションを継続する

ことが望ましいと考えています。 

    具体的には、障害児とその保護者が安心して自宅にとどまっていただけるよう、保護者の理解

を得つつ、以下の例を参考に、個々の状況に応じた支援を実施していただきたいと考えています。 

   （具体的なサービス内容の例） 

・自宅で問題が生じていないかどうかの確認 

・児童の健康管理 

・普段の通所ではできない、保護者や児童との個別のやりとりの実施 

・今般の状況が落ち着いた後、スムーズに通所を再開できるようなサポート 

 

 Ｑ19．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取り扱

いについて（第２報）（令和 2 年 2 月 20 日事務連絡）」によると、新型コロナウイルス感染症対

応のための臨時的な取り扱いとして、利用者の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限

りの支援の提供を行ったと市町村が認める場合に、通常提供しているサービスと同等のサービス

を提供しているものとして報酬算定が可能とされていますが、保育所等訪問は事業の性質上、訪

問先が休業している場合に同等のサービスを提供することは困難です。 

    たとえば居宅等を訪問して直接支援を行ったことをもって保育所等訪問支援の実施扱いで報

酬算定することは可能ですか。 

 Ａ19．従前から保育所等訪問支援を実施していた児童に限り、前月の利用回数を限度として、居宅等

において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行った場合にも報酬算定して差支

えないものとします。 

 

 

Ｑ９．Ｑ８における「電話その他の方法」として、メールや LINE 等のコミュニケー

ションアプリを活用することは可能でしょうか。 

 

Ａ９．Ａ８のとおり、障害児通所支援が児童の健康管理や相談支援等を行うことは、

家庭の孤立化防止や、支援が必要な状況になった際の適切な介入のきっかけとな

ることから重要です。また、当該児童の円滑な通所再開のためにも、事業所と保

護者、児童がコミュニケーションを継続することが望ましいと考えています。 

   コミュニケーションの方法としてメール等を活用することについては、メール

等では、保護者や本人の声や表情から思いを汲み取りながら、必要な助言などを

行うことが困難あり、基本的には、支援は居宅への訪問や電話等（Ａ８に示す方

法）で行うことが望ましいと考えます。 
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   一方で、放課後等デイサービス事業所における支援の状況を鑑み、放課後等デ

イサービスについては、例えば、日中児童を祖父母に預かってもらい保護者が出

勤している場合など、保護者の事情により電話対応が困難でメール等による連絡

を望む場合には、メール等による支援も報酬の対象として認めることとします。

その場合であっても、電話等による支援と同様に、保護者の理解を得つつ、以下

の例を参考に、個々の状況に応じた支援を実施していただきたいと考えています。 

 

（具体的なサービス内容の例） 

・自宅で問題が生じていないかどうかの確認 

・児童の健康管理 

・普段の通所ではできない、保護者や児童との個別のやりとりの実施 

・今般の状況が落ち着いた後、スムーズに通所を再開できるようなサポート 

 

   以上のような内容について、保護者や児童への相談や、適宜個々に配慮した助

言を行う。 

   支援はあくまで個々の状況に応じて行うものであることから、以下のような支

援は報酬の対象としては認めません。 

  ・ 同一の内容をメール等で利用者に送信する。（同一の内容を送信した場合であ

ったとしても、それに対する保護者からの返事に個別に対応した場合は報酬の

対象と認める。） 

  ・ 個別にメール等を送った後、保護者等から応答がなく、状況の把握を行わな

いままにしている。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ（できる限りの支援として、電話その他の方法は障害児通所支援全般が対象だが、メール

や LINE 等は放課後等デイサービスのみの取扱いである点を明示。） 

 Ｑ17-2．Q17 における「電話その他の方法」として、メールや LINE 等のコミュニケーションアプリを

活用することは可能でしょうか。 

 Ａ17-2．A17 のとおり、放課後等デイサービス事業所が児童の健康管理や相談支援等を行うことは、

家庭の孤立化防止や、支援が必要な状況になった際の適切な介入のきっかけとなることから重

要です。また、当該児童の円滑な通所再開のためにも、事業所と保護者、児童がコミュニケー

ションを継続することが望ましいと考えています。 

     コミュニケーションの方法としてメール等を活用することについては、メール等では、保護

者や本人の声や表情から思いを汲み取りながら、必要な助言などを行うことが困難あり、基本

的には、支援は居宅への訪問や電話等（Ａ16 に示す方法）で行うことが望ましいと考えます。 

     一方で、例えば、日中児童を祖父母に預かってもらい保護者が出勤している場合など、保護

者の事情により電話対応が困難でメール等による連絡を望む場合には、メール等による支援も

報酬の対象として認めることとします。その場合であっても、電話等による支援と同様に、保

護者の理解を得つつ、以下の例を参考に、個々の状況に応じた支援を実施していただきたいと

考えています。 
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    （具体的なサービス内容の例） 

・自宅で問題が生じていないかどうかの確認 

・児童の健康管理 

・普段の通所ではできない、保護者や児童との個別のやりとりの実施 

・今般の状況が落ち着いた後、スムーズに通所を再開できるようなサポート 

     以上のような内容について、保護者や児童への相談や、適宜個々に配慮した助言を行う。 

     支援はあくまで個々の状況に応じて行うものであることから、以下のような支援は報酬の対

象としては認めません。 

    ・ 同一の内容をメール等で利用者に送信する。（同一の内容を送信した場合であったとして

も、それに対する保護者からの返事に個別に対応した場合は報酬の対象と認める。） 

    ・ 個別にメール等を送った後、保護者等から応答がなく、状況の把握を行わないままにして

いる。 

 

 

Ｑ10．メール等によるやりとりは日をまたぐ場合も想定されます。この場合の報酬

の算定はどのようにすれば良いでしょうか。 

 

Ａ10．メール等による支援に対する一連のやりとりをもって、支援の提供がなされた

ものと考えますので、日をまたいで保護者等から応答があっても、１日の報酬と

して算定してください。事業所からの再度のメール等が翌日以降になったとして

も、当初の支援に付随する単なる挨拶のやりとりなどは、２日目の報酬としては

認められません。（１日目にのみ報酬として算定。） 

   なお、メール等による支援の報酬の算定日は、支援のやりとりを開始した日と

してください。 

 

※ 旧Ｑ＆ＡのＱ17-3 と同じ 

 

 

Ｑ11．利用者から、通常のサービスが提供されない状況で利用者負担をすることに

抵抗があり、児童や保護者への継続的な支援が困難となっていますが、利用者

負担への支援等はありませんか。 

 

Ａ11．代替的な支援を行ったときにも利用者負担が発生することになりますので、Q８

のとおり、まず、代替的な支援を行うことにより通常のサービス利用とみなされ

利用者負担が発生することについて保護者へ説明が必要になります。 

   Ａ９にも記したように代替的な支援は、普段の通所によるサービスとは異なっ

た、かつ、様々な形態があることや児童の発達にとって重要であることに鑑み、

児童と保護者への継続的な支援が一層取り組まれるように、放課後等デイサービ

スに係る代替的な支援に係る利用者負担について、市町村が利用者に代わって事
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業所に支払った場合に、当該費用の２分の１を補助することなどを内容とした事

業（「特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービスへの支援等事業」）

を令和２年度第１次補正予算に計上しています。 

   また、令和２年度第２次補正予算においても、代替的支援に係る利用者負担に

ついて、市町村が利用者に代わって事業所に支払った場合に、当該費用の２分の

１を補助する事業（「特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービスの代

替的支援事業」）を計上したところです。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ17-4．利用者から、通常のサービスが提供されない状況で利用者負担をすることに抵抗があり、児

童や保護者への継続的な支援が困難となっているが、利用者負担への支援等はないのか。 

 Ａ17-4．代替的な支援を行ったときにも利用者負担が発生することになりますので、Q16 のとおり、

まず、代替的な支援を行うことにより通常のサービス利用とみなされ利用者負担が発生するこ

とについて保護者へ説明が必要になります。 

     Ａ17-2 にも記したように代替的な支援は、普段の通所によるサービスとは異なった、かつ、

様々な形態があることや児童の発達にとって重要であることに鑑み、児童と保護者への継続的

な支援が一層取り組まれるように、代替的な支援に係る利用者負担について、市町村が利用者

に代わって事業所に支払った場合に、当該費用の２分の１を補助する事業（「特別支援学校等の

臨時休業に伴う放課後等デイサービスへの支援等事業」）を、「新型コロナウイルス感染症緊急

経済対策」（令和２年４月７日閣議決定）において、令和２年度補正予算案として計上すること

としています。 

     補正予算が成立された後、詳細は別途お知らせします。 

 

 

Ｑ12．放課後等デイサービスの通常の支援の提供に代えて、利用者の居宅等におい

て健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行った場合、放課後等デ

イサービスではなく居宅訪問型児童発達支援の実施扱いで報酬算定すること

は可能ですか。 

 

Ａ12．居宅訪問型児童発達支援事業所として指定を受けていなければ、居宅訪問型児

童発達支援としての報酬を算定することはできません。 

なお、新型コロナウイルス感染症のために居宅訪問型児童発達支援を利用する

必要が生じる障害児が増加することが想定されることから、そうした児童から居

宅訪問型児童発達支援のサービス利用の希望があった場合には、本Ｑ＆ＡのＱ14、

Ｑ16 等を参考に、支給決定等における柔軟な取扱いの配慮をお願いいたします。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ19-5．放課後等デイサービスの通常の支援の提供に代えて、利用者の居宅等において健康管理や相

談支援等のできる限りの支援の提供を行った場合、放課後等デイサービスではなく居宅訪問型
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児童発達支援の実施扱いで報酬算定することは可能ですか。 

 Ａ19-5．なお、新型コロナウイルス感染症のために居宅訪問型児童発達支援を利用する必要が生じる

障害児が増加することが想定されることから、そうした児童から居宅訪問型児童発達支援のサ

ービス利用の希望があった場合には、本Ｑ＆ＡのＱ２、Ｑ３、Ｑ６等を参考に、支給決定等に

おける柔軟な取り扱いの配慮をお願いいたします。 

 

 

 

（４）支給決定その他の取扱い 

 

Ｑ13．新型コロナウイルスの感染拡大状況によっては、学校等が臨時休業すること

があります。このようなとき、家庭の状況等によっては障害児通所支援の利用

ニーズが増大することも想定されますが、支給決定（支給量の変更を含む。以

下同じ。）に当たっての判断基準はありますか。 

 

Ａ13．新型コロナウイルスの感染が拡大した地域において学校等が臨時休業する場合

の放課後等デイサービス及び児童発達支援の運営に係る考え方は、「新型コロナウ

イルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての障害児通所支援事業所の

対応について」（令和２年４月２日付け事務連絡）にお示ししており、その他の障

害児通所支援についてもこの内容を踏まえた対応をお願いします。 

   当該事務連絡では、必要な者に支援が提供されないということがないようにし

ていただくことを求めており、様々な事情により自宅等で１人で過ごすことがで

きない児童の居場所づくり等の観点も含め、柔軟に支給決定を行っていただきま

すようお願いします。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ（学校の一斉臨時休業を念頭に置いたＱ＆Ａのため再編集。） 

 Ｑ１．今般の一斉臨時休業に伴い、放課後等デイサービスの利用ニーズが増大することが想定されま

すが、支給決定（支給量の変更を含む。以下同じ）に当たっての判断基準はありますか。 

 Ａ１．今般の放課後等デイサービスの開所要請は、様々な事情により自宅等で 1 人で過ごすことがで

きない児童の居場所づくりとしての性質を持つものです。 

    支給決定に当たっては、今般の措置が 2 月 28 日付文部科学事務次官通知「新型コロナウイル

ス感染症対策のための小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業につ

いて（通知）」の「1 保健管理に関すること」にある考え方を前提としつつ、自宅で 1人で過ご

すことが困難な児童もいることが考えられることから実施することとしたことを念頭に置き、支

給決定の決定を行っていただきますようお願いします。 

 

    2 月 28 日付文部科学事務次官通知「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学校，

高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業について（通知）（抄） 

    （保健管理に関すること） 
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     １ 新型コロナウイルス感染症の感染の拡大を防止するための臨時休業であるという趣旨

を児童生徒に理解させ，人の集まる場所等への外出を避け，基本的に自宅で過ごすよう指

導すること。 

 

 

Ｑ14．学校等の臨時休業その他新型コロナウイルスに関する理由により、急遽、支

給決定の支給量を超えて、障害児通所支援を利用する必要が生じた場合、支給

量を超えて利用することは可能ですか。 

 

Ａ14．可能です。児童福祉法第 21 条の 5の 8 第 2項に、市町村の職権により行う通所

給付決定の変更についての規定があるので参考としてください。 

   また、学校が臨時休業をするなど、市町村内で多くの障害児が支給量を超えて

利用する必要が生じた場合は、市町村の裁量において、支給量の増減に当たって

保護者等からの申請を省略し、職権で行う取扱いとしていただいて差支えありま

せん。 

   なお、緊急対応を要する時期が経過した後は、可及的速やかに障害児支援利用

計画の見直しを行ってください。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ３．支給決定の支給量を超えて、放課後等デイサービスを利用することは可能ですか。 

 Ａ３．可能です。またその際、市町村の裁量において、支給量の増減に当たって保護者等からの申請

を省略し、職権で行う取扱いとしていただいて差支えありません。 

    緊急対応を要する時期が経過した後は、可及的速やかに障害児支援利用計画の見直しを行って

ください。 

    なお、児童福祉法第 21 条の 5 の 8 第 2 項に、市町村の職権により行う通所給付決定の変更に

ついての規定があるので参考としてください。 

 

 

Ｑ15．学校等の臨時休業その他新型コロナウイルスに関する理由により、急遽、障

害児通所支援を利用する必要が生じた場合、事業所と契約を結んでいない児童

の受け入れを可としても構いませんか。 

   契約事業所と同一法人の別事業所でサービス提供を受ける場合はどうです

か。 

 

Ａ15．指定権者の裁量において、契約に当たって本来必要な最低限の手続きを事後的

にしていただく取扱いとして差支えありません。 

   また、新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、手続きに支障がなくなったと

きは、速やかに契約を結んでいただきますようお願いいたします。 
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※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ５．事業所と契約を結んでいない児童の受け入れを可としても構いませんか。 

    契約事業所と同一法人の別事業所でサービス提供を受ける場合はどうですか。 

 Ａ５．今般の措置に伴う社会的な要請の高さに鑑み、指定権者の裁量において、契約に当たって本来

必要な最低限の手続きを事後的にしていただく取扱いとして差支えありません。 

 

 

Ｑ16．学校等が臨時休業その他新型コロナウイルスに関する理由により、急遽、指

定申請上のサービス提供日やサービス提供時間を変更する必要が生じたとき、

運営規定等の変更をせずサービス提供することは可能ですか。 

 

Ａ16．本来は運営規程等を変更する必要がありますが、必要な届け出を事後的に行う

ことを認める等、柔軟なサービス提供が可能となるよう、配慮をお願いいたしま

す。 

ただし、利用者の混乱を避けるため、利用者全員に対して変更の周知を行って

いただきますようお願いいたします。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ６．指定申請上のサービス提供日やサービス提供時間を変更してサービス提供することは可能です

か。 

 Ａ６．本来は運営規程等を変更する必要がありますが、必要な届け出を事後的に行うことを認める等、

柔軟なサービス提供が可能となるよう、配慮をお願いいたします。 

    ただし、利用者の混乱を避けるため、利用者全員に対して変更の周知を行っていただきますよ

うお願いいたします。 

 

 

Ｑ17．新型コロナウイルスの感染拡大防止等のため、あらかじめ届け出た場所と別

の場所でサービス提供を行うことはできますか。 

 

Ａ17．可能として差支えありません。柔軟なサービス提供が可能となるよう、必要な

届け出を省略することも差し支えありません。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ７．あらかじめ届け出た場所と別の場所でサービス提供を行うことはできますか。 

 Ａ７．可能として差支えありません。柔軟なサービス提供が可能となるよう、必要な届け出を省略す

ることも差し支えありません。 
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Ｑ18．新型コロナウイルスの感染拡大防止等のため、指定申請時に届け出ていた職

員が同一法人内で別事業所へ出勤したり、急遽新たな職員を雇用して支援を行

う場合、体制届等の変更を省略してもよい取扱いにしても差支えありません

か。 

 

Ａ18．指定権者の裁量において、新型コロナウイルスの感染拡大防止等のため緊急の

対応が必要なときは、本来必要な届出を事後的に行うことを認める等の取扱いと

していただいて差支えありません。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ８．指定申請時に届け出ていた職員が同一法人内で別事業所へ出勤したり、急遽新たな職員を雇用

して支援を行う場合、体制届等の変更を省略してもよい取扱いにしても差支えありませんか。 

 Ａ８．指定権者の裁量において、今般の緊急対応に当たって本来必要な届出を事後的に行うことを認

める等の取扱いとしていただいて差支えありません。 

 

 

Ｑ19．学校等が臨時休業するなどして長時間の支援が必要となったとき、事業所の

受入体制で午前のみ、又は午後のみしか受入ができない場合に、１人の児童が

午前と午後にそれぞれ１か所ずつ、１日に２カ所の事業所を利用することがで

きますか。 

 

Ａ19．やむを得ないと認められる場合は差支えありませんが、あらかじめ事業所間で

調整し、請求を行う事業所はどちらか１か所のみとしてください。 

事業所間の調整に当たっては、上限額管理事業者において利用者の利用状況を

把握していただく等、重複請求が生じないよう都道府県等による周知をお願いし

ます。 

なお、事業所間の協議により、いずれか１か所の事業所に支払われた報酬につ

いて、事業所間の協議により按分等の方法で分配していただくことは可能です。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ９．事業所の受入体制で午前のみ、又は午後のみしか受入ができない場合に、1 人の児童が午前と

午後にそれぞれ 1か所ずつ、1日に 2カ所の事業所を利用することができますか。 

 Ａ９．やむを得ないと認められる場合は差支えありませんが、あらかじめ事業所間で調整し、請求を

行う事業所はどちらか１か所のみとしてください。 

    事業所間の調整に当たっては、上限額管理事業者において利用者の利用状況を把握していただ

く等、重複請求が生じないよう都道府県等による周知をお願いします。 

    なお、事業所間の協議により、いずれか１か所の事業所に支払われた報酬について、事業所間

の協議により按分等の方法で分配していただくことは可能です。 
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Ｑ20．報酬算定に当たって事前の届出が必要な加算について、届出をせずに請求を

行うこととしても差支えありませんか。 

 

Ａ20．指定権者の裁量において、学校等の臨時休業その他新型コロナウイルスに関す

る理由により、緊急の必要があるときに、本来必要な届出を事後的に行うことを

認める等の取扱いとしていただいて差支えありません。このとき、指定権者にお

いては、指定事業所の台帳情報を更新して加算算定可能にしておく必要がある点

に御留意ください。 

特に、学校が臨時休業をする地域では、通常の営業時間と異なる時間のサービ

ス提供を行うケースが多くなると考えられることから、延長支援加算の適用につ

いてはご配慮ください。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ10．報酬算定に当たって事前の届出が必要な加算について、届出をせずに請求を行うこととし

ても差支えありませんか。 

 Ａ10．指定権者の裁量において、今般の緊急対応に当たって本来必要な届出を事後的に行うこと

を認める等の取扱いとしていただいて差支えありません。このとき、指定権者においては、

指定事業所の台帳情報を更新して加算算定可能にしておく必要がある点に御留意ください。 

    特に、今般の緊急措置では、通常の営業時間と異なる時間のサービス提供を行うケースが

多くなると考えられることから、延長支援加算の適用についてはご配慮ください。 
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２ 学校等が臨時休業するときの柔軟な取扱い 

 

Ｑ21．「緊急事態措置を実施すべき区域の指定の解除に伴う放課後等デイサービス

事業所の対応について（その２）」（令和２年５月 28 日付け事務連絡）におけ

る学校休業日単価の取扱いの適用の終了の日以降、再度、新型コロナウイルス

の感染防止対策のため、学校が臨時休業を行う場合、当該学校に通う児童が利

用する放課後等デイサービス事業所は、学校休業日単価を適用することとして

よいでしょうか。 

 

Ａ21．差し支えありません。なお、この場合の学校休業日単価の取扱いは、学校が臨時

休業を開始した日から適用することになります。 

 

 

Ｑ22．学校休業日単価となることにより、１日の開所時間が６時間未満の場合は開

所時間減算が発生しますが、通常どおり適用しますか。 

 

Ａ22．開所時間減算については基本的に通常どおり適用されるべきですが、職員配置

や利用に係る調整を行う必要があると考えられることから、市町村の判断により

開所時間減算を適用しない取扱いを適用しても差し支えありません。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ11．休業日報酬となることにより、1日の開所時間が 6時間未満の場合は開所時間減算が発生

しますが、通常どおり適用しますか。 

 Ａ11．開所時間減算については基本的に通常どおり適用されるべきですが、職員配置や利用に係

る調整を行う必要があると考えられることから、令和２年度の学校の開始までの間は、市町

村の判断により開所時間減算を適用しない取扱いを適用しても差し支えありません。 

 

 

Ｑ23．学校が分散登校になったときの学校休業日単価の取扱いは、「緊急事態措置

を実施すべき区域の指定の解除に伴う放課後等デイサービス事業所の対応に

ついて」（令和２年５月 15 日付け事務連絡）や「緊急事態措置を実施すべき区

域の指定の解除に伴う放課後等デイサービス事業所の対応について（その２）」

（令和２年５月 28 日付け事務連絡）等のとおりでしょうか。 

 

Ａ23．貴見のとおりとなります。 

 

※ 旧Ｑ＆ＡのＱ12 に相当。学校の一斉臨時休業を念頭においたＱ＆Ａであったた

め、また、分散登校の取扱いを新たに示したため、再編集。 
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※ 旧Ｑ＆Ａ（学校の一斉臨時休業を念頭に置いたＱ＆Ａのため、５月に新たに示した分散登校の取扱

いを踏まえ、再編集。 

 Ｑ12．休業となった学校が、「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学校，高等学校及び

特別支援学校等における一斉臨時休業について（通知）（2 月 28 日文部科学事務次官通知）」に基

づき必要最小限の人数に絞って登校させ、その後、放課後等デイサービスを利用した場合、基本

報酬は授業終了後と休業日のどちらとして扱いますか。 

    また、休業となった学校において、卒業式などの特定の行事の参加者のみ登校可能となった場

合の取扱いはどうなりますか。 

 Ａ12．教育委員会が当該日を学校休業日として定めていたならば、必要最小限の人数に絞って登校さ

せた場合や、特定の行事の参加者のみ登校可能とした場合であっても、学校休業日として報酬を

請求してください。 

 

 

Ｑ24．学校の臨時休業に伴いサービス利用量が増加したことにより、保護者の利用

料が増えたことに対する公的支援はありますか。 

 

Ａ24．令和２年度第１次補正予算で、「特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイ

サービスへの支援等事業」を計上しています。 

   本事業は、都道府県等の判断により、特別支援学校等が臨時休業を実施した場

合には、放課後等デイサービスの利用の増加が見込まれることから、追加的に生

じた以下の①から④のサービス提供に係る利用者負担について市町村が補助する

場合に、かかる経費の２分の１を国庫補助することなどを内容としています。 

① 学校休業に伴い新たに支給決定を受けた児童の利用により報酬が増加した分 

② 学校休業以前から支給決定を受けていた児童について、学校休業に伴うサー

ビス利用増が生じ、報酬が増加した分 

③ 学校休業以前から支給決定を受けていた児童について、報酬単価が平日単価

から学校休業日単価に切り替わることにより報酬が増加した分 

④ 事業所が長時間の開業を行い、早朝開所による延長支援加算の算定単位の増

が生じ、報酬が増加した分 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ10-2．学校の臨時休業に伴いサービス利用量が増加したことにより、保護者の利用料が増えたこと

に対する公的支援はありますか。 

 Ａ10-2．３月１０日に決定された「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策―第２弾―」に基

づき、学校の一斉臨時休業により、３月２日から春休みの開始までの間の放課後等デイサービ

ス利用量が増加したことに伴う利用料の増加額相当について、全額国庫補助することとしてい

ます。 

     具体的には、以下に該当する利用者負担です。 

     ① 今般の学校休業に伴い新たに支給決定を受けた児童の利用により報酬が増加した分 
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     ② 今般の学校休業以前から支給決定を受けていた児童について、学校休業に伴うサービス

利用増が生じ、報酬が増加した分 

     ③ 今般の学校休業以前から支給決定を受けていた児童について、報酬単価が平日単価から

学校休業日単価に切り替わることにより報酬が増加した分 

     ④ 事業所が長時間の開業を行い、早朝開所による延長支援加算の算定単位の増が生じ、報

酬が増加した分 

     本補助の円滑な実施のため、都道府県等は、管内事業所に対し、３月サービス提供分につい

て、あらかじめ事業者に、上記①～④の経費に係る児童ごとに切り分けを依頼してください。

（「特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス支援事業」の補助対象経費の切り

分け計算シートの提供について（令和２年３月 30 日付け事務連絡）においてお示しした計算

シートを御活用ください。） 

     また、保護者に３月分の利用料を請求する際には、学校臨時休業がなかった場合の利用料（一

般的には、当初から３月に予定していた利用分に相当する利用料）のみを請求していただき、

保護者の負担感軽減に配慮した取扱いとしていただけますようお願いいたします。 

 

 Ｑ10-3．保護者の利用料が増えたことに対する公的支援は、４月以降も継続するのでしょうか。 

 Ａ10-3．４月７日に閣議決定された「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」に基づき、「特別支援

学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービスへの支援等事業」を令和２年度補正予算案とし

て計上することとしています。 

     本事業は、都道府県等の判断により、特別支援学校等が臨時休業を実施した場合には、放課

後等デイサービスの利用の増加が見込まれることから、追加的に生じた以下の①から④のサー

ビス提供に係る利用者負担について市町村が補助する場合に、かかる経費の２分の１を国庫補

助することなどを内容としています。 

     ① 学校休業に伴い新たに支給決定を受けた児童の利用により報酬が増加した分 

     ② 学校休業以前から支給決定を受けていた児童について、学校休業に伴うサービス利用増

が生じ、報酬が増加した分 

     ③ 学校休業以前から支給決定を受けていた児童について、報酬単価が平日単価から学校休

業日単価に切り替わることにより報酬が増加した分 

     ④ 事業所が長時間の開業を行い、早朝開所による延長支援加算の算定単位の増が生じ、報

酬が増加した分 

     本事業により、利用者負担の増加分については３月に引き続き支援ができますが、都道府県

及び市町村の負担が生じる点に御留意ください。補正予算が成立された後、詳細は別途お知ら

せします。 
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Ｑ25．学校の臨時休業に伴い、放課後等デイサービス事業所の人員配置等が整わな

い中で、医療的ケア児等、感染症のリスクが高い児童を含め、児童の受け入れ

が求められる場合も想定されますが、人員配置等が整っていないことを理由

に、受け入れる児童の数を少なくしたり、事業を休業することができますか。 

 

Ａ25．可能です。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ（２段落目以降は学校の全国一斉臨時休業時を想定した記載のため再編集。） 

 Ｑ20．熱があるなど、体調が悪い児童について、受入れを拒否することができますか。 

    また、医療的ケア児等、感染症のリスクが高い児童について、受け入れ態勢が整っていないこ

とを理由に受け入れを拒否することができますか。 

    それらのいずれでもないが、受入れのための職員体制が整っていないと考えられる場合はどう

ですか。 

 Ａ20．「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止のための留意点

について（令和２年２月 24 日事務連絡）」においてお示ししているとおり、風邪の症状や 37.5 度

以上の発熱、その他強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）などの新型コロナウイルス感

染症のおそれがある症状がある児童については、受入れをお断りしていただきますようお願いし

ます。 

    それ以外の場合については、原則として受入れていただきたいと考えますが、児童の安全や支

援の質の担保が十分に確保できないおそれがあると事業所が判断した場合には、やむを得ず受入

れをお断りすることもあり得ると考えます。 
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３ その他 

 

Ｑ26．今後、地域の感染が拡大した場合や、緊急事態宣言が出された場合も開所を

した方がよいのでしょうか。 

 

Ａ26．緊急事態宣言が出された地域における障害福祉サービス等事業所の対応につい

ては、「緊急事態宣言後の障害福祉サービス等事業所の対応について」（令和２年

４月７日付け事務連絡）により示しています。感染が拡大した場合も含め、当該

事務連絡に十分留意の上で御対応をお願いします。 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ４－２．緊急事態宣言が出された場合も開所をした方がよいのでしょうか。 

 Ａ４－２．緊急事態宣言が出された地域においては、「緊急事態宣言後の障害福祉サービス等事業所の

対応について」（令和２年４月７日付け事務連絡）を十分留意の上で御対応をお願いします。 

 

 

Ｑ27．熱があるなど、体調が悪い児童について、受入れを拒否することができます

か。 

Ａ27．「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止

のための留意点について（令和２年２月 24 日事務連絡）」においてお示している

とおり、体調が悪い児童については受入れをお断りしていただきますようお願い

します。 

   判断の目安としては「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目

安」の改訂について」（令和２年５月 11 日付け事務連絡）の以下の内容を参考に

してください。 

 

２．帰国者・接触者相談センター等に御相談いただく目安 

○ 少なくとも以下のいずれかに該当する場合には、すぐに御相談ください。（これ

らに該当しない場合の相談も可能です。） 

☆ 息苦しさ（呼吸困難）、強いだるさ（倦怠感）、高熱等の強い症状のいずれか

がある場合 

☆ 重症化しやすい方（※）で、発熱や咳などの比較的軽い風邪の症状がある場合 

（※）高齢者、糖尿病、心不全、呼吸器疾患（COPD等）等の基礎疾患がある方や透

析を受けている方、免疫抑制剤や抗がん剤等を用いている方 

☆ 上記以外の方で発熱や咳など比較的軽い風邪の症状が続く場合 

（症状が４日以上続く場合は必ずご相談ください。症状には個人差がありますので、

強い症状と思う場合にはすぐに相談してください。解熱剤などを飲み続けなければ

ならない方も同様です。） 
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※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ20．熱があるなど、体調が悪い児童について、受入れを拒否することができますか。 

    また、医療的ケア児等、感染症のリスクが高い児童について、受け入れ態勢が整っていないこ

とを理由に受け入れを拒否することができますか。 

    それらのいずれでもないが、受入れのための職員体制が整っていないと考えられる場合はどう

ですか。 

 Ａ20．「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止のための留意点

について（令和２年２月 24 日事務連絡）」においてお示ししているとおり、風邪の症状や 37.5 度

以上の発熱、その他強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）などの新型コロナウイルス感

染症のおそれがある症状がある児童については、受入れをお断りしていただきますようお願いし

ます。 

    それ以外の場合については、原則として受入れていただきたいと考えますが、児童の安全や支

援の質の担保が十分に確保できないおそれがあると事業所が判断した場合には、やむを得ず受入

れをお断りすることもあり得ると考えます。 

 

 

Ｑ28．新型コロナウイルス感染症の影響で、例年であれば学校が夏季休業等の長期

休業になる期間において、学びの保障のために授業を行う場合があります。こ

の場合、授業終了後に放課後等デイサービスを利用するときは授業終了後の単

価を適用することとしてよいでしょうか。 

   また、事業所によっては、授業が無い児童と、授業終了後に利用する児童が

混在することが想定されますが、その場合には、学校休業日単価を適用とする

こととしてよいでしょうか。 

 

Ａ28．新型コロナウイルス感染症の影響で、例年であれば長期休業になる期間におい

て、学校が授業を実施する場合、その実施日や授業時間は各市町村の教育委員会

又は学校ごとに決めることになると承知しています。これにより、学校の授業が

無い児童と、授業終了後に利用する児童が混在することが想定されます。 

   このように、学校の授業がない児童と、夏季休業期間中の授業終了後に利用す

る児童が混在する場合でも、地域ごとに定められた夏季休業期間であれば、学校

休業日単価を適用することとします。 

また、異なる地域の学校に通っているために、夏季休業期間が児童によって違

っている場合には、今般の新型コロナウイルス感染症の影響への対応の観点から、

特例的な取扱いとして、一番早く夏季休業が始まり、一番遅く夏季休業が終了す

る期間に合わせて、学校休業日単価を設定することとします。 

   なお、この場合は特別支援学校等の臨時休業に伴う対応ではないことから、「特

別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービス支援等事業」の対象とはな

りませんので、ご留意ください。 
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 なお、旧Ｑ＆Ａに掲載されていたものの、本Ｑ＆Ａで削除したＱ＆Ａは以下のとお

りになります。 

 ・ Ｑ２（現時点で取扱いを示す必要がないため削除。） 

 ・ Ｑ４（学校の一斉臨時休業時の要請に係るＱ＆Ａのため削除。） 

 ・ Ｑ18（学校の一斉臨時休業時に即した様式のため削除。） 

 

※ 旧Ｑ＆Ａ 

 Ｑ２．障害児支援の支給決定を受けていない児童が放課後等デイサービスを利用する場合、通常どお

り支給申請を行う必要がありますか。 

 Ａ２．児童福祉法第 21 条の５の４に定める特例障害児通所給付費の制度により支給決定を行うこと

が可能です。 

 （参考）障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について（令和元年７月１日） 

        第４ 特例障害児通所給付費等 Ⅰ 特例障害児通所給付費等 

 

 Ｑ４．「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス

事業所等の対応について（令和 2 年 2 月 27 日事務連絡）」によると、「開所時間については可能

な限り長時間とするなどの対応をお願いすること」とありますが、具体的に何時間以上の開所を

求めるべきですか。 

 Ａ４．具体的な定めはありませんが、今般の取扱いは、自宅等で 1人で過ごすことができない児童の

受け皿としての開所であることを鑑み、感染の予防に留意した上で、可能な限り長時間の開所を

するよう要請をお願いします。 

 

 Ｑ18．事業所における受入可能人数等の情報を、教育委員会や福祉部局で把握できていません。どの

ように対応すればよろしいですか。 

 Ａ18．学校の臨時休業時における事業所の対応状況について、一部自治体では事前照会を行って把握

していますので、参考例として別添調査票を紹介します。 




